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)メ コンピa-一夕とコミュニケーションの融合 《C&C》 のもと、最新 のアーキテクチャを駆使 し、

数々の先進技術 を採用して時 代 の多様 なニーズに応 えています』

NEC日 本 電気が世界に誇る通信技術や

電子デバイス技術に、最 新のアーキテク

チャを駆使した世界最高速のスーパーコ

ンピュータ《SX-2》 。ここで実証した先進

技術のもと、多彩な機能と柔軟性のあるソ

フトウェアを備えたNECコ ンピュータは、そ

れぞれ優れた性能が高く評価され、さまざ

まな分野で今日も重要な働きをしています。

●世 界 最 高 速 の 〈スー パ ーコン ピュー タ>

SX-LSX-2

●最 先 端 技 術 を駆 使 した 〈汎 用 コンピュー タ>

ACOSシ ステム250、410、350、430、450、550、

650、750、850、950、1000(中 ・小 型 ～超 大 型)

●多 彩 な 複 合 機 能 の くOAオ7イ ス コン ビ=一 タ>

NECシ ステム8、50/ス ー パ ー8、50/38、ノ
100/48、100/58、150/68、150/78

●先 進 の16ビ ット〈パ ー ソナル コンビa－ 夕>

PC-IOO、PC-9801E、PC-9801F、

PC-9801M2、N5200モ デ ル05mkIl

●洗 練 の8ピ ット<パ ー ソナ ル コンピュー タ>

PC-2001.PC-6001mkll、PC-6001mkllSR、

PC-6601、PC-6601SR、PC-8001mkll、

PC-8201、PC-8801mkll

●〈分 散 処 理 専 用 コンピュー タ〉の エ ース

N4700分 散 処 理 システム

●32ピ ントの 〈スー パ ー ミニ コンビ;一一タ>

NECMSI20、140、190

●低 価 格 の 〈高 性 能 ミニ コン>

NECMS8モ デ ル5

●OA複 合 機 能 の 〈オ フィス ター ミナル>

N6300モ デ ル55

●OAの 先 端 で 活 躍 す る〈ター ミナ ル 〉

インテ リジ ェントター ミナル

デ 一 夕エ ン トリター ミナ ル

業 種 別 専 用 ター ミナ ル

業 務 別 専 用 ター ミナル

●世 界 初 、

〈音 声 日本 語 ワー ドプ ロセ ッサ 〉
"文 豪"VWP-103Nモ デ ル2

●OAの 日用 品 、

〈日本 語 ワー ドプ ロセ ッサ 〉

"文 豪"VWP-5N
、8N、13Nモ デ ル2、

20Nシ リーズ 、N6308-10

●新 入 力 方 式 の

〈パ ーソナ ル ワー ドプ ロセ ッサ>

PWP-IOO

●効 率 的 、経 済 的 、高 速 な

〈ローカ ル エ リア ネ ットワー ク>

C&C-NETLOOP6770/6525他

C&C-NETBRANCH4670/4680他

C&C-NETSTAR2400/2800他

●OAシ ス テム を包 含 した

ネットワーク アー キ テ クチ ャ 〈DINA>

C&C光 ネットワー クシ ステ ム

C&Cネ ットワー ク構 成 機 器

C&Cネ ットワー クソフ トウェア

IVECコ ンピュータ
日本電気株式会社
お問 合 せ は:情 報 処 理 ・宣 伝
TEL(03)454-1川(大 代 表)
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JE㏄ は国産コンピュータを通じて

社会に貢献しま充

国産電子計算機 をレンタルする

日本電子計算機株式会社

東 京都 千 代 田区 丸 の 内3-4-{新 国 際 ピ ル5F

●100TEL.03(216)3681(代 表)



システムは未来 を拓 く

JSD

－一
－

JSDは ソフ トウェア業界の技術 力を結集 し、共同 して幅広 いシステム開発

に取 り組んでいます。

● シ ステ ム ・コ ンサ ルテ ー シ ョ ン

● ア プ リケ ー シ ョ ン ・システ ムの開 発

● ベ ー シ ック ・ソ フ トウェア の開 発

● ソ フ トウ ェア ・パ ッケ ー ジの販 売

●調 査研 究

JSD
協同システム開発株式会社
SOInTSVSTεrnDEUEtOPMEOT(ORR

〒105東 京都 港区虎 ノ門1-14-1郵 政互助会琴平 ビルTEL(503)4981㈹
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60年代は,ニ ューメディアにとって総論の時代

から各論の時代へ転換する時代だと考える。本の

上の話だったものが,だ れでも実際に手にとって

みることが出来,ど うい う使い方があるのか,こ

う使えるのではないか一 といった具合に現実のも

のとなる時代だ。その意味において,昨 年はIN

Sモ デルシステムの実験が9月 から三鷹で開始さ

れたし,11月 か らはキャプテンの商用も開始 され

るなどでニューメディア元年 といわれたが,今 年

はこれをうけてニューメディア本格化元年とい う

ことになるであろう。

本年4月 には電電公社もこれまでの独占形態か

ら民営化され,電 気通信事業も新しい時代を迎え

ることになる。独占から競争の時代に突入するわ

けだが,我 々はINS(高 度情報通信 システム)

を柱として,高 度情報社会の構築を進め社会の二

高度情報社会の

一ズにこた えてい こ うと考 えてい る。

ところで,高 度情報社会 とい うの は一体,何 だ

とい うことだが,21世 紀 になって途端 に世 の中が

ガ ラッと変わ るとい うことではな くて,現 時点に

おい ても,生 活 の場 におい て,あ るいは ビジネス

の場において,そ れぞれ情 報 とい うものを基 にし

て毎 日過 してい る。その度合が 日増 しに強 まって

くるとい うことであろ う。そ うい う社会,す なわ

ち高度情報社会になれば人間 どこにい てもそ の人

が必要 とす る情報が,い つで もどこで も取 り出せ

るとい う形 にな るのではないか と考 える。

この高度情報社会に対す るイ ンフラス トラクチ

ャーはど うあるべ きか,と い うことをい ろい ろ各

界 の皆様方 の ご意見 を伺いつつ,そ の結果 におい

ていわゆ るINS(高 度 情報通信 システム)を イ

ンフ ラス トラクチ ャーとして準備 し ようとい うこ

とで,具 体的 にそ の計画を進めてい るところであ

る。

INSの 中 味は,イ ンフラス5ラ クチ ャーとし

てネ ッ トワー クを新 しい形 に変貌 させ ようとして

い る。現在使われ てい る電話の ネ ッ トワークは,

電 話 のためのネ ッ トワー クであるが,そ の他セこ,

ぷ ぷ ・ 合∀、"・v]t、tt
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進展 とその課題

日本電信電話公社

企業通信システムサービス本部長 式 場 英

コンピュータのため のデータ通信 のネ ッ ト ワ ー

ク,フ ァクシ ミリのため のネ ッ トワー クがそれぞ

れサ ー ビス別 にあ る。 これを 日進月歩で進ん でい

る電気通信 の技術一 デ ィジタル技術で,一 つに

統合 し,電 話回線 は電話だ けではな くて,電 話を

か けなが らフ ァクシ ミリにも使 える,あ るい は コ

ンピュータにア クセスして,コ ンピュータか ら必

要 な情報 を取 り出す ことができる新 しい ネ ッ トワ

ー クに変貌 させ ようとい うものである。 この新 し

い システ ムには光通信 の技 術 も採 り入れ て新 しい

サー ビスを便利 に使 えるばか りでな く,よ り経済

的に利用 で きる ように と考 え られてい る。 この新

しいINSの 舞 台の上 にい ろい ろ ニュー メデ ィア

の花 が咲 くわ けで,こ れか ら生活 の場,あ るいは

ビジネスの場,い ずれ において も,こ の応用 の分

野は今後 どん どん花 を開い て行 くもの と考 える。

INS展 開 の柱 となる北海道か ら九 州を結 ぶ光

ファイバー ケー ブルに よる全 国縦貫高速通信網が

今年3月 に完成,今 年 か ら3年 後 の62年 まで の間

に全 国の県庁所在地や主要都市 でINSの 使 用を

可能 にす る計画 である。 さ らにデータネ ッ トワー

クもファクシ ミリネ ッ トワー クもキ ャプテ ンネ ッ

トワークもそれぞれ急速に全国でそのサー ビスが

受け られ るよ うになる。

一 方
,高 度情 報化社会 の進展 とともに,光 の部

分だけでな く陰の部 分に も常 に 目を向けていかね

ぽな らない。 プライバ シーや情報 の機密保持 とい

った問題に対 して どう対応 し,解 決 してい くか,

さ らにセキ ュ リテ ィ(安 全性,信 頼性)に つい て

も,昨 年 の東 京 ・世 田谷電 話局 ケー ブル火災事故

にみ るごとく神経 系統 がや られ る と,途 端 にパ ニ

ック状態 に陥 る。 こうした点 につい て も十分 な対

策を講 じ,バ ランス よくシステ ムを導入 していか

ねぽな らない。

さらに,こ れ までは システ ムとか ハー ド面 に興

味が先行 し,そ れに よって どうい う情報 が得 られ

るのか とい った ソフ ト面 に対す る検 討は二 の次 に

され ることが多か った。水道 にた とえれ ば,配 管

を先 にす るのではな く,ま ず コップの中 に どんな

水を入れ るのか,だ れ がそれ を飲む のか一 とい っ

た利 用面 か ら考 えてい くこ とが大事だ。そ うすれ

ば,お のずか らどんな配管 にすれぽいいかが決 ま
し

る,つ ま り,こ れか らは情報 の中身,質 が問われ

るソフ トの時代 だ と考 える。

鞍 懸叢 誌
"ご 慕ζ二ぷ こぶ/c.,シ ぶ ^ヅ ∠_ん 〆!
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特 集 ・座 談 会

ザ

ニュー メデ ィア ・コ ミュニァ ィの

目指す もの
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出席者

(敬称略,順 不同)

(司 会)

ミ、》∪ ×ぷ ぎ、へ浪 ・・∨"一 致ミ

通商産業省機械情報産業用

情報処理 システム開発課長

(財)ニ ュー メデ ィア開発協会

振興部長

流通政策研究所専務理事

(財)日 本情報処理開発協会

常務理事

大 宮 正

五十嵐 文 雄

宮 下 正 房

中 山 隆 夫
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⑧ ニューメディア・コミュニティ

構想のあ らま し

中山(司 会)皆 さん,ご 承知 の ように最近,ニ

ュー メデ ィアが大変評判 にな っていま して,マ ス

コ ミ関 係,テ レビ,新 聞,週 刊誌 な どに載 らない

日はない とい うほ どです。特 に去年 の11月 にキ ャ

プテ ンシステ ムがサー ビスを開始 しま した。他 に

もファクシ ミリ情報 システムや,双 方 向のCAT

V,あ るいは画像情 報 システ ム,映 像情報 システ

ム,通 信衛 星な どが相 次いで登場 して きてお りま

す 。そ して産業 ・経 済 ・社会 に非常 に大 きな影響

を与えてい るのではないか と思われます。

さて今回 ニューメデ ィア ・コ ミュニテ ィとい う

ことで,通 産省の方で モデル都市の指定 が行わ れ

ました。最初に この構想の概 要を,企 画 され まし

た通産省情報処理 システム開発課長の大宮 さんか

らお話 しを伺いたい と思い ます。

大宮 ニ ューメデ ィア ・コ ミュニテ ィ構想 と言い

ますのは,い わゆ る1980年 代 の半ば以降,こ れを

第二次情報化革命 と位置づけてお りますが,こ れ

は何が第二次情報化革命なのか といい ます と,従

来 の70年 代 は大型 コン ピュータを中心 とした,拠

点的 な情報化が進 んできた時代だ と定義づ けると

す るな らば,第 二次情報化 とい うのはむ しろ情報

が面的 に広 がる ようにみせてきた時代 だ とい えま

す。 それ で面的 とい うのを具体的 にいい ます と,

1つ は コンピュータの技 術開発 がIC化,LSI,

超LSIと い うことで非常 に経済的 になってきた

とい うことで,コ ンピュータが大企業 だけでな く

中小企 業や,パ ソコンとい う形 で各家庭 にも入 っ

て きています。2つ めは光 ファイバーの発達 に よ

って伝送能力が飛躍的に発達 した とい う こ と で

す。3つ めは通信衛星の発達 です 。 こういった技

V

戸

べ
呉
/

,壇

・

二
・≧難雛

wiむ 総 懸.fX

術的な発達を背景に コン ピュータな り情報 ネ ッ ト

ワー クとい うものが地域的に大企業だけでな く中

小企業へ,東 京や大阪等 の大都市だけでな く地 方

の都市へ,産 業分野 だけでな く社会や家庭に浸透

してい く時代だ とい えます。 また,情 報化の進展

の度合 に よって,大 企業 と中小企業 の情報の格差

とい うものがで きます。 これ は大都市 と地方の都

市 との間 で も情報格差が現れ始め ると思い ます。

こうい った新た な地域問題,格 差問題 などをむ し

ろ是正す る とい った らおか しいか も知 れ ま せ ん

が,地 域的に もニュー メデ ィアを展開 してい った

ら良いのではないか と言 うことで,ニ ュー メデ ィ

ア ・コ ミュニテ ィ構 想 と言 うものを進 めてきたわ

けです。

そ こで モデル的な地 域を何 ヵ所 か選 びま して,

59年 度 の場 合,全 体予算9,600万 円 を全国8地 域

に配分いた しまして,モ デル別 に概 念検討,社 会

的 ・経済的 フ ィージビ リテ ィ・ス タデ ィな どのモ

デル的な調査を行 って,将 来はそ うしたモデル的

な構築 にしてい って,な るほ どニューメデ ィア と

い うのは,こ うい う具合に地方に アプライす るの

か を知 ることによって,日 本全国,そ れにな らっ

てい くとい う実験的 とい うか先駆 け的な プ ロジェ

ク トに してい きたい と考 えてい ます。それで昨年

の10月15日 に8地 区を指定 した とい うことです 。

(18ペ ー ジ表一1参 照)

中 山 指定 に漏れてが っか りしてい る所 もあ るよ

うですが,各 地 でい ろい ろな研究会が開かれ るな

ど,大 変,熱 心 に取 り組 んで おられ る よ う で す

ね。 また,ど うして開発 してい った らいいか判 ら

ない とい った悩み も多い よ うです。今回,財 団法

人 の ニュー メデ ィア開発協会 が出来 まして,い ろ

いろ計 画を練 ってお られ る と思い ますが,地 方 の

対 応状 況は ど うで し ょうか。
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五十 嵐 現在,ニ ュー メデ ィア開発協会では8地

区に一人ずつ担 当が付 きまして,ニ ューメデ ィア

の普及開発 に力を入れつつあ ります。取 り組 みに

ついては,そ れぞれの地 域に よってや やバ ラツキ

があ ります 。先 進的な ところか ら,ま だ これか ら

と言 うところまでい ろい ろです。 したが って,私

どもの ところでは,出 来 るだ け レベルを揃 える工

夫 を大い にや ってい く必要があ ると考 え て い ま

す。

その中で,シ ステ ムの構築 に取 り組 む前 の具体

的な ニーズ調 査,地 域 に本 当に密着 した ニーズ調

査が非常 に大事 だ とい うところをお さえて,シ ス

テ ム構築 の第一歩 を踏み出 した とい うのが,現 在

の状況 です。

中山 ニーズ調査 とい うのは本 当に難 しいんです

よね。導入 した ら本当に何 に使 うか,ど うい うふ

うに地域社会が変化す るだろ うか な どが問題 のポ

イン トだ と思います。 とくに,流 通 に一番問題が

あ るのだろ うと思 うのですが… …。

流通型は3地 域

宮下8地 域のうち,少 な くとも3地 域は流通型

ですね。盛岡,高 崎,そ れに熊本もそんな感じで

すね。また愛媛も流通に関連するところかも知れ

ません。その点,8分 の3が 流通型とい うことは

私ども多少とも流通の近代化 ・合理化 に 関 係 し

ている者にとっては,非 常に嬉 しい事 な わ け で

す。と申しますのは,流 通業者 と言いますか,そ

の中でも圧倒的な数を占める中小の問屋さんや小

売業者あるいは地方の流通業者 とい うのは,非 常

に危機感を持 っています。その危機感は,第2の

黒船のようなものですね。第1の 黒船は,ま あ大

型店の出店に関わるものですね。それが法的にも

一応の決着をみた と思 った ら
,今 度は何か 目に見

えない黒船がや って来た とい う印象 で受け止めて

い るわ けです。 ニ ューメデ ィアが普及す ることに

よって,地 方の問屋 さんが ブ ッ飛ば されるのでは

ないか とい った"問 屋 中抜 き論"み たい のがあ り

ます よね。(笑 い)ま た,大 型店 は この ニュー メ

デ ィアを使 って一層,店 頭販売 を強化す るのでは

ないか とい った議論 もあ ります。そんなわ けで問

屋 も小売業者 も危機感を持 って受け止めてい ると

思い ます。今度の通産省の構想は,先 程,課 長 さ

んのお話 しがあ りま したけれ ども,第 二 次情 報化

革命 と言 うのは,面 的 に広 が った情報 が取 り出さ

れ る とい うことです し,私 どもも納得 してい るわ

けです。

ニ ューメデ ィアと言 うことにな ると,身 近なの

はやは りVAN(付 加 価値通信網)で す 。業 界で

い まVANに 手 を上 げてい るのを見 ます と問屋 さ

んが多いです ね。有 力な問屋 さんが,地 域 で もっ

て問屋 さんを横断 的に提携 した り,物 流業者 と提

携 して,自 分 たちが情報 のVAN業 者 の担い手 に

大 宮 正 氏
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なっていくとい う形が現実に進みつつあ ります。

今まで,ど ちらかと言うと日本の流通段階におけ

る情報とい うのは,大 型店主導的に情報のネ ット

ワークがオンラインでつながっていて,問 屋さん

に商品を持って来いとい う形でした。さらにはメ

ーカーから垂直的に情報ネットワークがつ くられ

ているとい う形ですね。従って,上 と下,大 メー

カーと大小売業の垂直な情報ネットワークのなか

に問屋さんが受け身の形にあったわけです。 とこ

ろが,ニ ューメディアになって,自 分たちが情報

の担い手になれるのではないか と考え始めた とい

うことです。 しかも,そ れが地域で横に手を組ん

でやっていけるチャンスだぞと言 う受け止めかた

をしていると思 うのです。その意味では,非 常に

時期を得たもので地方の問屋さんに明るい夢を抱

かせているのではないかと思 い ます。ただ問題

は,地 方といっても,そ うい うものに乗って くる

問屋さんとなかなか乗 り切れない流通業者がある

とい うことです。まあ全体的に見ます と,今 後の

構想は大変にプラスの評価をさせていただいてい

ます。

中山 やは り中小の業者は,多 少,悲 観的になる

とい う傾向はあるようですね。必ず しも大手が有

利だと私は思いませんが,ネ ットワークの上で公

正に競争してい くとい う考え方が正しいと思いま

す。

地域への浸透,こ れか ら

五十嵐 まだそうした危機意識をはっき りつかん

でいるところは無いですね。今のネ ットワークの

中に自分から主体的に入って行こうとい う意識は

強いようですが,自 分の周 りの世界が大きく変革

しつつあるとい うことを具体的には認識していな

句 ㌦ 已難

い ところが一 番問題だ と思 います。 ですか ら,こ

の ニューメデ ィア ・コ ミュニテ ィ構 想 とい うもの

を,も っと,地 域にPRし て い く必要があるだろ

うと思い ます。 ニーズ調査が始 まった ところ,こ

れか ら始め るところ,と いろいろあ りますが,ま

だそ のへん ピン と神経が行 き届 くところ までには

至 っていない ようです。

中山 進め方 はい ろい ろあるでし ょうが,や は り

地方公共 団体 に も協 力していただかな ければな ら

ない ことも多い で し ょうね。通産省 のほ うでは第

三 セ クターとい った ような ことをおっ しゃってお

られ るよ うです が,そ のあた りは どうなのでし ょ

うか。

大宮 先程,五 十嵐 さんか らもお話 しがあ りま し

た けれ ども,地 方には協議会みたいな ものがあ り

まして,自 治体 と流通業界 とか商工会議所 とかが

はい ってい まして,い わゆ る コンセンサスづ くり

が行われてい るわ けです。現在,調 査な どは シン

クタンクを中心 に地元 の関連 メーカー,地 元の代

表 な どで ワーキ ング ・グループを作 って各位の意

見 を聞 きなが ら進 めてい くとい うことにしてい ま

す 。そ うして コンセ ンサスを と り,問 題意識を深

めなが らネ ヅ トをつ くってい きたい と考 えてい ま

す。

中山 やは り地元で産 ・官 ・学協同であ る程度,

協 調関係を作 るとい うことは大切だ と思い噛す 。

従来,地 域振興 とい った とき,新 幹線の駅 とカ:飛

行場,港 をつ くる とか先端企業を誘致す るとい っ

た ことが中心 でした。 しか し,こ れか らは ニュー

メデ ィアを導入 した ら地域社会や産業は ど う変化

す るか,す べて初 めての試み です。

宮下 初 めての試 みだけに,先 程,ニ ーズ調査か

ら入る とい うお話 しがあ りました が,ニ ーズそ の

ものがまだ よくわか らないんです。 これがVAN
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な りキ ャプテンな りを流通業者が共同でや るとい

うことになった とき自分た ちの経営に直接的に ど

んな メ リッ トが 出て くるのか,そ してそれが卸や

小売 の経営 に どうつ ながって くるのかが分か らな

いのです。た とえば,デ ータベ ー ス と い った場

合,そ のデータを一体,何 に使 うのか。そ うい う

ことが,ま だ,目 に見 えてい ない わ け で す。 ま

た,成 果 の見 える具体的な例 もない。だか らニー

ズ調 査 もパスに乗 り遅れた くない とい う雰囲気で

す か ら,な ん とな くニーズあ りとい う結果が でる

だろ うと思い ます が(笑 い),本 当 に 自分 た ちの

経営の うえか らの ニーズを汲み取れ るか ど うかが

ポ イン トだろ うと思い ます 。

情報をペースに共同化

五十嵐 確かに,今,言 葉が上滑 りしているとい

うことはあ りますね。データベースという言葉ひ

とつにしても,そ の実態をどこまでご存じで,い

ろいろな計画書の中でデーターベースの構築を謳

っておられるのか非常に心配なところもあるので

す。ですから今年4月 か ら,研 修会を行 う予定に

しています。そのためのテキス トを,現 在作成中

ですが,そ の中でも,い ろいろな言葉の意味をも

う少しかいつまんで,平 た くご説明してい くつも

りです。また技術者の方にも講師 として出ていた

だいて,お 話をしていただこうとい う考えでお り

ます。

官下 いずれにしてもニーズは非常に高い と思い

ます。今度,指 定を受けた盛岡にしても高崎にし

ても,通 産省の施策の中から生まれてきた卸売団

地が中心の1つ になっています。卸売団地の目的

はいろいろあ りますが,1つ には交通をはじめと

した都市機能の円滑化 とい うことがあ ります。 ま

←"…

が㌦"＼ 冨'.㌔

た,卸 売機能そのものを強化したいとい うことも

あります。機能強化を行 うとしても,個 々の問屋

だけではなかなか出来ません。共同化で行 うとい

うことで推進したわけです。現在,150の 団地が

出来ていますが,卸 機能の強化とい う点での共同

化はかな り遅れています。物 流 で も,互 換,配

送,情 報関連,あ るいは販売といった面の共同化

も遅れています。ニーズは持っているわ け で す

が,共 同化するための方法も条件も整っていなか

ったのですね。

条件 といった場合,情 報のコミュニケーション

が一番大事だ と思います。一ヵ所に集まっていて

も,そ れぞれ別の企業 として存在しているわけで

すか ら,情 報化 とい うことがペースになっていな

ければ共同化は進みません。ある意味で共同物流

をするとい うことは,個 々の問屋のセールス活動

から物流が分離することです。分離 したものは,

情報でつなげなければな りません。その意味で,

共同の物流活動などのネ ットワークが出来ること

によって,共 同化が実現するものだと思います。

彼 らは,そ れをや りたがっています。何故かとい

えば,い ま,た とえばコンビニエンスス トア1こし

ても,そ の数は大変なものです。一軒ずつ対応し

ていたのでは配送 コス トが大変高いものになって

しまいます。また,メ ーカーも新製品ラヅシュで

す。ですか ら問屋の倉庫は多品種の商品で溢れて

います。これを,た とえば共同倉庫 とか共同で在

庫管理を行い共同で配送することが重要になって

きます。その場合,や は り情報のネットワークが

出来ていないと,そ うい う共同活動もできないわ

けです。ですからニーズはたくさんあるのです。

中山 共同とい う言葉の持ってい る意味がいろい

ろあるので,な じめないところもある よ うです

ね。しかし,こ の場合はやは り新 しい イソフラス
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トラクチ ャーなんだ と考 えなけれぽいけないんで

す よね。

宮下 ええ,そ うなん です よ。

中山 ニューメデ ィアの ネ ヅ トワーク上 で,み な

さん同 じ条件で競争す るんだ よ,そ の方が豊かに

な るんだ よと言 うことなんで し ょうね。

情報は共同利用,創 作で差別化

宮下 ただ,商 売をや っている人 の立 場 に 立 つ

と,情 報 ネ ッ トワークが共同で使え るとい うこと

にな ると,情 報 の秘密性 の問題 とか,お な じデー

タベ ースでおな じ情報 で商 売を して,差 別化 とい

った ことが出来 るのか とい う心配 があ る わ け で

す。先 日,通 産省 の ヒア リングで ご一緒 しま した

が,大 阪 ・箕面 のOTC(大 阪 ・テキス タル・セン

ター)は,ま さに繊維 の問屋 さんの集 ま りです よ

ね。彼 らは,奈 良 ・生駒 の生活映像情報 システム

に集 まった世界 中の ファッションの情報 を箕面 の

灘 鑛蕪雑 委細,

9

⑧ ニューメディア・コミュニティ

センターで受 けとめて共同で利 用す るわ けです。

製品づ くりの要であ る情報を問屋 さんは,み んな

同じ情報 に頼 ることにな ります 。個別 の情報 を入

手して,独 自の商品,差 別化 した商 品を作る とい

うのが,こ れ までの方法で した。 こんな ことで,

充 分 な戦いが出来 るのだろ うか とい うわけです。

大宮 先 日,私 も見て きたのですが,同 じ質問を

したん です。関係ない とい うんですね。要す るに

デザインは,全 部,見 る人 によって違 う。今で も

繊維 の問屋 さんが,情 報を入手 してお られ るのは

だいたい同 じ ソースだ とい うわけです。同 じもの

を見 ても,デ ザイ ンす る人 のインス ピレーシ ョン

は違 う。従 って,そ れ はあ ま り心配はい りません

よと言 ってい ま した。

宣下 ですか らこれか らの情報 とい うのは,自 分

で コス トをか けて他 の人 の得 ていない情報を チ ョ

コチ ョコと集 める時代 じゃない んだ とい うこ とで

す。 問題 は,得 た情報 をいか に経営 に戦略的 に生

かす かの差にな って くるわ けです。

中山 株式 で も同 じですね。売 り買いの情報はみ

んな オープンで入 ります よね。売 るか買 うか は,

あ くまで もそれぞれの判断 です。それ と同じよ う

な考 えで もいいんです ね。

宮下 そ うですね。情 報は秘密 といい ますが,小

さな情報を 自分だけで抱えてい る とい うのは,ち

ょっと違 うん じゃない か とい う感 じですね。 も う

ひ とつ こうい うものを推進 してい くときに,よ く
　

人材 とい うことをいい ます。そ のときの人材は,

コ ンピュータな りニ ューメデ ィアの技術を持 った

人 の ことで,そ れ も必要 でし ょうが,情 報の解析

力 とか,そ れを経営に生かす力を持 った人材の両

面 につい て養成 しなけれぽな らない と思い ます。

五十嵐 い ままで,情 報化はハ ー ドウェア ・サ プ

ライヤー ・オ リエンテ ッ ドで進め られて来 た きら

燕 蹴 鞠 羅 鐵;llξ難獄 罫:二一
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いがあ ります。 ところが,最 近ではだんだんお客

さまのニーズ といい ますか,実 際に情 報を活用す

る人た ちのニーズが先行す るよ うにな って きてい

ます。情報化 の主体が徐 々に変わ りつつあ ります

ね。 ハー ドウェア ・サ プ ライヤーの側で も,実 際

に システ ム ・エ ンジニア リングをす る場合は,S

Eを 業 種別に割 り振って,業 種別 に特化 した形 で

ソフ トウ ェア ・ア プ リケー シ ョンを作 ってい く形

が行われてい ます 。そ うした業 種の中で もい まま

では大規模,中 規模の ところが コンピュータ ライ

ゼーシ ョンの中心を成 して きた の で す が,今 度

は,そ の規模が非常に小 さい業態の ところに特化

して くる とい うのが,大 きな特徴だ と思い ます。

小規模企業 で もオ フコンとか スモール コン ピュー

タがかな り普及 してい るか と思い ますが,共 通の

デー タベ ースを共有す る とい うのが,今 回 のニ ュ

ーメデ ィア ・コ ミュニテ ィの大 きな特徴 にな るだ

ろ うと思います。そ の繋 ぎをいか に うま く実現す

るか とい うことが,ポ イン トで し ょう。

宮下 それを充 分に活用 して くれない と,こ れは

また困 るんです よね。(笑 い)

法制,商 慣習 も課題

中山 だから一番大事なのは,マ ン・ツー ・マシ

ンのインターフェースでしょうね。それか らこれ

が家庭や中小企業などいろいろな所に入 り込みま

す。あるときは,業 態を超えてよそさまの領域に

まで入ってしまう。そうなってくると今の法律 と

か制度とか商習慣は,そ れを前提にしていません

か ら,い ろいろな問題が出て来ると思いますね。

大官 まだ具体的にニューメデ ィアについてきち

っとしたツメをしていないのですが,こ うした実

験を通じてひとつひとつ解決していかなければな

らないと考えています。協会の中にもそうい うこ

とを勉強する研究会なども作っていきたいと思っ

ています。

中山 いろいろな面で問題が出 て くるでしょう

が,そ れらに前向きに取 り組んで行 くことが大切

ですね。それから,最 近の話題でいえば,国 際回

線でつながる問題,国 際化 も大 きな課題でしょう

ね。

宮下 国内法の問題でも,通 産省の中だけで解決

できるのならいいのでしょうが,い ろいろな省に

またがることが少な くないですし,省 を超えた横

断的な対応を是非期待したいものです。いまのと

ころで,そ うい う横断的な構想はあるのですか。

大官 今はないですね。かつて電源立地の問題と

い うのがありましてね,そ のためには33の法律と

66の許認可が必要 とい うことで,こ れを どうした

ら良いか とい うことが議論されたことがあ りまし

た。いまでは,い ろいろ整 備 は されてはいます

が,そ れぞれの法体系の目的 とい うものがあ りま

すか らニューメデ ィアをやるから,こ こを 変 え

ろ,あ そこを変えろとは簡単にいかない ところが

あるんですよね。非常に難しい問題 で あ りまし

て,抽 象的にやってもあまり迫力がない と思いま

すので,ひ とつひとつ具体的に問題提起をして,

働きかけてい くことが大切だと思います。

宮下 物流の世界でも,近 代化がなかなか進 まな

いのは,車 の上に乗っている荷物は通産省で,車

は運輸省で,走 る道路は建設省の管轄で,そ れが

みんなタテ割 りになっているためだといわれた り

しています。今度の地域のニューメデ ィア版とい

うのは,卸 売団地の場合,問 屋さんと物 流 業 者

が,横 断的にネットワークを組もうとい う発想カミ

出ているわけですカミ,物流業者の問題は運輸省で

すから,今 後,行 政指導も横断的なものが必要で

磯際1灘凝



す ね。

大 宮 この プロジ ェク ト自体 は,地 元 に密着 した

ものです し,地 元 の発意 を中心 に考 えてい くべ き

だ と思 っています。各省が ど うこ うとい うのでは

ない と思い ます。

宮 下 法律 だけの問題 でな く,ニ ューメデ ィアに

限 らず,コ ンピュータのネ ッ トワー クのよ うな も

のを推進 してい くた めには,阻 害要因 の1つ とし

て,よ く商取 引 きの商慣習が取 り上げ られ ます。

取 引条 件が 日本 は非常 に複雑 で,多 岐 にわた りま

す。 しか も標準化 されてい ません。 これは,世 界

で も最 たる ものです。そ の辺が,非 常 にネ ックに

な るわ けです ね。そ の問題 は もうずいぶん前か ら

言 われてい るのです が,一 向に解決 し て い ま せ

ん。今回の プロジェク トを契機 に して,そ の辺 の

問題 ももう少 し整理 していか ない とい けない と思

い ます ね。

漸進的に統一化

大 宮 例えば,卸 売 団地 でネ ッ トワー クを作 る と

します と,伝 票その他を調整 してい く必要があ る

で し ょうね。その場 合,将 来 のイ ンター フェース

が とれ るよ うな ものでなけれ ぽ とい う気は します

ね。

中山 流通業界の場 合は,早 くか ら統一伝票や バ

ーコー ドの普及について努力 され て い る でし ょ

う。

宮下 努力 しているのです が,普 及が もう少 しと

い うことです。(笑 い)

中 山 まあ,1つ に統一す る ことはなかなか大変

な ことでし ょうね。2つ とか3つ,せ いぜ い4つ

ぐらい に統一化を図 ってい く,そ して徐 々に進 め

てい くのがいいのではないか と思 います ね。 もし

11

(　特集一)ニ ューメディア ・コミュニティ

イ ンターオペ ラビ リテ ィー(情 報処理 の相互運用

惟一(注))を とる努力を どこかが行 わ れ な け れ

ば,と て もニューメデ ィアの端末は家庭 までは入

りませんか らね。 イ ンターオペ ラビ リテ ィーを と

る努力 とい うのは,ニ ュー メデ ィアにはつ きま と

うで し ょうね。それが出来 るかで きないかが発展

の1つ の カギだ と思い ますね。

宮下 インターオペ ラビ リテ ィーの問題は重 要で

すね。なにかのネ ッ トワークが出来 るたびに新 し

い端末が置かれ るとい うのでは,問 題ですか ら。

中山VAN業 者 が,盛 んにいろんなネ ッ トワー

クを相互につないで,自 分たちのネ ッ トワークの

中で相互接続が出来 ます とい うことをセ ールス ト

ークしよ うとしてい ます
。今回は,ニ ューメデ ィ

ア ・コ ミュニテ ィとい う段階で,ど れだけの ソフ

トウ ェアで インターオペ ラ ビリテ ィーを確保す る

かが,今 後 の大 きな課題 として残 って くると思い

ますね。

宮 下 正 房 氏
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大 宮 われわれ も8つ の地域指定 を行い ました け

れ ども,8つ が みんなパ ラパ ラでは困 るとい うこ

とは考 えてい ます。そ こで,調 査 もニューメデ ィ

ア開発協会 に一括 お願いいた しまして ,ソ フ トウ

ェア開発 について も最大限,出 来 ることはや って

い こ うとい うことです。 その意味で,協 会 には,

相 当 に期待 してい るわけです。

普及,安 い端末が前提

宮下 今度 の8地 域 のなか で,消 費者 につ なが っ

た ものはあるのでし ょうか。

大宮 基本的 にはあ りません。ほ とん どユ ーザ ー

は,メ ーカーであ り中小企業,商 店な ん か で す

ね。農家 とい うの もあ ります が,こ れは業 として

の農業 ですか ら……。 いわゆる市民 を対象 にした

ものはないです ね。 これ は,フ ィジ ビ リテ ィとか

中 山 隆 夫 氏

採算を考 えた場合 に,難 しい とい うこ とがあ るわ

けです。 まあ,60年 度 か らは実験的にや って見 よ

うとい うことにな るか も知れ ませんがね。

宮下 われわれの立 場か ら1つ 注文をつけ させて

いただ きます と,CATVな の かキ ャプテ ンなの

か分か りませんが,消 費 者をつなげる ものがあれ

ば,も う1つ 面 白か った とい う気 が しない で もな

いです ね。

中山 今 の中で,具 体例 として出て くる可能性 は

あ ります ね。

大宮 そ うですね。横浜 なんかは,商 店の再開発

も含ん でい ますか ら,そ こまでい くと思い ます。

中山 セキ ュリテ ィ問題が ど うして も絡んで きま

すで し ょう。110番 とか119番 に 連動す る とか と

い うのは,や は り市民の安全に関係があ ります。

です か ら,こ うした ものが付随的にシステ ムの中

に入って くる と思 います。

大宮 エネルギーシステムもセキ ュ リテ ィシステ

ムですか らね。

宮下 ガス感知 にして もニ ューメデ ィアにして も

完結型 じゃないわ けです。近い将来,そ れは消費

者 までつなが った メデ ィアの第1ラ ウン ドだ と考

えてい ます。問屋 さんが直接,消 費者につなが る

場 合 もあ るで し ょうし,あ るいは小売店 を通 じて

つなが ってい く。 だか ら,地 域 の流通業 とい うの

は最終的 には,消 費者 の中につ なが ってい く。そ

こにネ ッ トワー クをいか に連動 させ るか とい うこ

とです。

中山 そ うな ります と価格 の安い端末が大前提に

な りますね。

五十嵐 価格の安い端末 とい って も,現 在,本 当

に利用価値があ るのはパ ソコンです よね。 タ イプ

ライ ター端末に対 しては,キ ーボー ドを叩 くとい

う点 で,ま だ 日本人 にはア レルギーがあ ります。
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(　特集一)ニ ューメディア ・=〕ミュニティ

ですか らハ ー ドその もの もユ ーザ ー ・フレン ドリ

ーに使 える形にな る必要 が あ る で し ょうね
。た

だ,そ うい うユーザ ー ・フレン ドリーな性能を付

加 します と価格が高 くな って しま う。 しか し,い

ずれに して も,普 及を図 ってい くため には,価 格

の安い端末 の普及が前提条件 にな ります。その辺

を考 えてみ ます と,ま だ道は遠いのかな とい う気

が します ね。

中山 フ ァクシ ミリ,デ ータテ レホン,パ ソコン

それか らキ ャプテン組み込み のテ レビ,こ うい っ

た端末 は安 くな ってい くでし ょう。いずれ にして

も,鶏 と卵 でして,安 くなれぽ利用す るで し ょう

し利用すれば安 くな るとい うもの です。いかに こ

れを育ててい くかにかか ってい るわけです。

大宮 フランスの ニ ューメデ ィアであ るTELE

TEL(テ レテル)の 場合,非 常 に簡単な文字づ

けだけ でや ってい ますね。あの考 え方 もあ ると思

い ます。文字づ けは極めて簡単でいい とい うこと

です。あ る程度以上になれぽ,そ れは正に テレ ビ

であ って中間的な ものが伸び るのか ど うか,ち ょ

っとよ くわか らないのですが……。繊維の デザ イ

ナーの カラーマ ッチ ングとか デザ インとい った こ

とは ともか く,そ れ以外は,文 字 と数 字 が あ れ

ば,た いてい まかな えるのではないか とも思 うの

です がね。

釦 ノ

コーデ ィネー シ ョンが カギ

中山 使 ってみて,い ろいろな反応が出て くる と

い うこ とで し ょうね。事前に アンケー トして もな

か なか出て こない。やは り,使 ってい る うちに出

て くるものなのです。つ ま りニーズとシーズが絡

み合 って変化 してい くとい うことですね。 まあ,

全 般的に見れば,ハ ー ドは安 くな ってい くと思い

∀芯

ン

∨ 'ご 群M'y-'

ます。心配は してい ません。 ニュー メデ ィア ・コ

ミュニテ ィもソフ トウェアが勝 負で しょう。 どれ

だけ ソフ トウェアを開発出来 るかにかか ってい る

と思い ます。

宮下 これ まで経験がないだけに ソフ トウェア開

発 とい って も成果を評価す るものが,い かんせん

少ないですか らね。

申山 また問屋や メーカーや商店な ど,い ろいろ

な人が参画 してい くソフ トウェア開発でなけれぽ

ニ ューメデ ィア ・コ ミュニテ ィは うま くいかない

でし ょうね。地域に ソフ トウ ェア産業が育 って く

れ ない とい けないわ けです。東京だけで頑張 って

い てもダメなん です。大分あた りは,そ うい う意

味 で地元の ソフ トウ ェア産業を育て るとい う方向

で一所懸命や ってい ますね。

宮下 試行錯誤 しなが らいい ものを作 っていか ざ

るを得ない とい うことです。地 元の指導 者 とい う

か ソフ トウ ェア産業な りが指導 してい く形 が必要

で しょう。

中山 ニ ュー リーダーが必要だ とい うことです。

流通だ とか物流だ とかの仕組み も分か りソフ トウ

ェアも分か るとい った新 しい リーダーですね。

宮下 第三 セクターな りなんな りを主導す る グル

ープが必要 ですね
。

中山 やは り,最 終的 には コーデ ィネーシ ョンの

力です ね。 みんなが競争 しなが ら協 力しあって知

恵を出 して新 しいニ ュー メデ ィア ・コ ミュニテ'イ

を育 てていって欲 しい ものですね。

(注)イ ンターオペラビリティー 通産省機械情報産業局長の

私的諮問機関である 「情報処理相互運用基盤研究会」(座 長山

下 勇三井造船会長)で は"イ ンターオペラビリティー"を,

「情報関連機器・システム相互間,情 報関連機器の構成要素間

又はこれらと利用者との間,あ るいは情報関連機器・システム

を利用する組織間で,情 報が円滑に,し かも十分満足する程度

に交換,処 理できること」のような意味で用いている。

(同研究会資料)

夕 与
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特 集 ・ニ ュ ー メ デ ィ ア ・コ ミ ュ ニ テ ィ

1=ユ ー メ デ ィア ・コ ミュニ テ ィ構 想 の 概 要

通商産業省機械情報産業局

情報処理システム開発課

木 村 富 雄

11二 ・一 ・デ ・ア ・コ ミ・ニテ ・構想

iの 背景

(1)わ が国における情報化の進展と地域情報化

わが国においては,近 年の情報処理技術と通信

技術の飛躍的発展 とその有機的結合により,い わ

ゆる第二次情報化革命の段階に入 り高度情報化社

会の形成へと向いつつある。このような情報化革

命は,双 方向CATVや ビデオテックスなどのい

わゆるニューメディアの出現により一層進展が図

られることとなる。高度情報化社会においては,

ニューメデ ィアを活用した全国規模の情報ネット

ワークの構築や地域社会の特性に合 った地域独自

の情報ネットワークの構築により地域的遠隔性を

克服し,地 域社会の問題解決に資す る新たな地域

活性化の動きが展開されるものと期待される。

例えば,地 方においても都市部と同等の情報サ

ービスが受け られるような各種産業情報システム

の構築により,企 業立地上の制約のひとつとなっ

ていた地域間の情報格差是正が図られ,工 場やオ

フィスの地方展開を可能とし,ま た地域の中小企

業をはじめ,地 域の産業の育成,振 興を図ること

ができる。さらに,地 域の産業を生産か ら流通ま

でネットワーク化することにより,地 域の産業構

造の高度化促進が期待され る。さらには,こ のよ

うな産業活性化により,地 域の雇用機会の増大,

S〔
○ 、 ＼ ＼

過密過疎問題の緩和も期待できる。

また,医 療システム,教 育システム等,社 会,

生活関連分野における多種多様な情報ネットワー

クの構築により,社 会的,経 済的,文 化的サービ

スの地域的均てんが図られるものと期待される。

さらに,地 域に密着した情報ネットワー クの 構

築,住 民ニーズに適合 した情報サービスの提供に

より,地 域におけるコミュニティ意識の形成を促

進 し,地 域 コミュニテ ィの健全な発展が促進され

ることが期待される。

以上のように高度情報化社会においては地域の

ニーズに基づいたシステムが,地 域の関係者のコ

ンセンサス形成に基づき構築され,誰 もが,情 報

を一方的に受けとめるだけでなく,主 体的に入手

し,利 用し,伝 えあ うことにより,豊 かな生活を

享受できる,い わば,「 生 き生 きとした経済活動

に支えられた個性ある人間性豊かな社会」が形成

されるものと期待される。

(2)高 度情報化社会の実現と地域情報化の促進に

向けての課題

高度情報化社会における地域情報化 に つ い て

は,以 上のようにその内容について大きな期待が

寄せ られているところであるが,そ の実現につい

ては依然多くの課題が残されている。たとえぽ,

汎用コンピューターの約5割 が東京や大阪に集中

し,情 報 システムを構築,運 用する技術者も約7



割が東京,大 阪に集中するなど,大 都市圏を中心

とした情報化が一層進展する恐れがある。

産業面においては,大 企業を中心 として,そ の

豊富な情報収集,利 用能力により,情 報を中核 と

した新たな系列化の動 きが現れており,資 金や人

材の面でも余裕のない地域の中小企業の対応は,

このままではますます遅れをとるものと考えられ

る。

また,社 会,生 活面においても,こ れ らの分野

のシステムは公共性が高 く,し かも,プ ライバシ

ー問題 ,セ キュリティ問題等関係者の事前の十分

なコンセンサスが必要な課題が多い。加えて採算

性から見れば運営が困難である場合が多く,シ ス

テムの構築 と運営を行なう事業主体についての合

意が得難 く,社 会 ・生活分野の情報化の地方にお

ける進捗度は依然 として低い。

このような結果,情 報が中央に集中し,ま た各

種情報システムの恩恵を受けるものが限定される

など,高 度情報化社会の目指すべき姿から大きく

遊離する危険性がある。

加えて,情 報化の進展は,管 理社会への危惧,

セキュリティ問題,プ ライバシー問題 雇用への

影響等,「 影」のインパク トをもたらす可能性が

あると指摘されている。

健全でかつバランスのとれた高度情報化社会を

円滑に実現し,地 域の情報化を促進す る た め に

は,こ れらの課題に適切な対応を行ってい くこと

が必要 となっている。

2ニ ューメデ ィア ・コ ミュニテ ィ構想の

概要

(1)ニ ューメデ ィア ・コ ミュニテ ィ構 想の理念 と

概要

通商産業省 としては,前 述 した課題 に対応 しつ

譲
短
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つ高度情報化社会の実現と地域の情報化を促進す

るため,59年 度か ら 「ニューメディア ・コミュニ

ティ構想」を推進することとした。

本構想は,今 後の高度情報化社会形成の重要な

手段 となるニューメディアを活用した各種モデル

情報システムを構築 ・運用してい くことにより,

各種課題の解決策を指示しつつ,各 分野のニーズ

に即応した適切な情報システムの開発 ・普及を図

り,高 度情報化社会の円滑な実現に大きく参与し

てい くことを目的 としている。

現在,"ニ ューメディア"と い う言葉のみが先

行してお り,既 に一般化したかのような誤解があ

ると思われるが,実 際にニューメディアを用いた

情報システムの構築は端著についたば か りで あ

り,試 行錯誤を続けながらの出発期段階にあると

言える。さらに,地 域の情報化においては,地 域

における各種の情報化ニーズを一挙に満たすこと

は現実的に不可能であ り,ス テップバイステヅプ

で進んでい く必要がある。このため,ま ず各地域

で現実に多 くのニーズがあ り当面緊急に構築すべ

き情報システムの運営から順次手がけてい く必要

がある。

しか も,こ のような情報システムを地域に実際

に構築する場合に重要なことは,単 にニューメデ

ィアのハー ド面の技術開発や,イ ンフラス トラク

チ ャーとしての通信基盤の整備のみではなく,ニ

ーズに合わせてどのような情報を ど う収 集 ・蓄

積 ・加工 し提供すぺ きか,ど のニューメディアを

どう組み合わせるか,採 算性はどうか,サ ブシス

テムとして組み合わせるタイプはどれが良いか,

システムの最適運営形態はどれか,等 々,経 験的

に出て くるソフ ト面でのノウハウが数多 く必要と

なることである。

しかしながら,地 域においてはこれまで,こ の

難 懸懸 籔
兇.}
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ようなノウハウの蓄積は極めて少なく,参 考にな

るモデルの提示と,ノ ウハウの提供を期待する声

が多い。

したがって,ニ ューメディアを用いた情報シス

テムを,こ れか ら地域 コミュニティ単位まで広 く

普及させてい くため,ま ずモデルケースとして,

地域 コミュニティの産業,社 会,生 活の各分野に

おけるニーズに適合した各種モデル情報システム

の実証モデルを構築し,そ の運用を通じて,利 便

性,経 済性及び産業,社 会へ及ぼす影響の評価を

行 う。

さらにこのモデルケースの結果を踏まえて,実

用 システムの開発,普 及を図ってい くとともにモ

デル地域を拠点 とした高度情報化社会の整備を形

成するネ ットワークの構築を促進 してい くもので

ある。

(2)ニ ューメデ ィア ・コミュニティ構想の進め方

地域の産業,社 会,生 活の各分野において構築

が期待されている情報システムとしては,極 めて

多様なものが考えられる。そのタイプの例として

は,先 端的技術情報を収集,加 工し,新 規立地企

業やベンチャー企業等に提供するテク ノポ リス

型,来 御者に対する商店街商品案内情報等の提供

や,ク レジッ ト販売等の決済 システム等を含む商

店街振興型,都 市開発地域の業務支援情報システ

ムを主とする都市再開発型,僻 地 と中核都市を結

び遠隔診断等を行 う僻地医療型,行 政窓口事務の

システム化,行 政情報提供等を行 う行政情報型等

々が考えられる。これらの各種タイプ毎のモデル

情報システムを構築し地域情報化の円滑な推進を

図るため,以 下のステップでニューメディア ・コ

ミュニテ ィの形成を図ることとする。

<フ ェーズ1>

①モデル情報システムを構築するモデル地域

の選定

②モデル地域における情報システムのニーズ

調査 ・分析

③ モデル地域において構築するモデル情報シ

ステムの概念検討

くフ ェーズll>

①モデル地域におけるモデル情報システムの

構築

②モデル情報システムの運用に よ り,利 便

性,経 済性及び産業,社 会にもたらす影響

等の評価の実施並びに改善すべき点の検証

とノウハウの蓄積

く全国への普及〉

①フェーズ1,Hの 結果を踏まえ同様のニーズ

を有する他の類似地域へ普及させるための応

用手法の開発

②モデル地域を,全 国的なネットワークの拠点

として位置づけ,情 報システムの普及,ネ ッ

トワーク化

なお,各 フェーズを通 じつつ,イ ンフラス トラ

クチャーとなるデジタルネットワーク・CATV

網等の整備を図るとともに,実 用化に際して必要

となる制度面の対応を併せて行ってい くことにす

る。

具体的には,フ ェ・一ズ1と しては,選 定 したモ

デル地域におけるニーズ調査 ・分析及び情報シス

テムの概念検討,通 商産業省の委託調査により実

施する。

この結果を踏まえ,モ デル情報システムの構築

に対 し,設 置 ・運用主体,費 用負担等について関

係者の合意が得 られた場合,フ ェーズHに 移行す

る。

フェーズ皿のニューメディア ・コミュニティ構

想の推進は,民 間活力を利用しなが ら,原 則とし

ト、'＼
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(　特集一)ニ ューメディア ・コミュニティ

て地 元が中心 とな って行わ れる ことが望 ましい。

したが って,地 元 自治体,第 三 セ クター等が設置

・運 営主体 となって システ ムを構築す る こととな

る。

3ニ ューメデ ィア ・コミュニテ ィ構想の

具体的推進

(1)ニ ューメディア ・コミュニティ構想モデル地

域の指定

59年度においては,本 構想のフェー ズ1と し

て,モ デル情報システムを構築するモデル地域を

選定するため,59年7月 末か ら指定の要望受付を

行い,8月20日 に締め切ったが,全 国各地へ自治

体,団 体等か ら72地域について指定の要望が出さ

れた。

これらの地域については,情 報 システムの先進

性,地 域ニーズとの適合性,計 画の熟度や地元に

おける推進体制の整備状況等の観点か ら,各 地方

通産局等において第一次審査を行った後,本 省に

おいて第二次審査を行い,昨 年10月15日 に59年 度

のモデル地域 として8地 域が指定,公 表された。

これ ら8地 域の地域名と計画されている情報シス

テムのタイプ名及びその概要は表1の とおりであ

る。

また,モ デル地域の指定と同時に,59年 度指定

要望地域の中で,モ デル地域に次いでモデルの独

自性,計 画の熟度,地 元の推進体制の整備状況等

が比較的高かった31地域が 「ニューメディア ・コ

ミュニテ ィ構想計画促進地域」 として指定され,

今後,計 画の具体化に向けて関係団体等から技術

指導,研 修等による協力がなされることとなった。

(2)ニ ュ'一メディア ・コミュニティ構想の今後の

進め方

59年度のモデル指定地域においては,現 在通産

撚 灘 灘麟 講

者か ら,ニ ューメディアの開発 ・普及を 目的とし

ている財団法人ニューメディア開発協 会 に委 託

し,地 域の自治体,関 係団体,関 係機関等の協力

のもとに,モ デル地域で計画されているモデルシ

ステムの内容についての詳細なニーズ調査,シ ー

ズ調査を行い,構 築すべきシステムの概念検討を

実施しているところである(59年 度予算,8地 域

分96百 万円)。本年度末には,各 モ デル地 域のニ

ーズに合ったモデル情報システムのイメージと,

構築 ・運営のための方策についての検討結果が,

地元のコンセンサスを得た形で示される予定であ

る。

この報告を受けて,モ デル地域では60年 度 以

降,関 係者の合意を得なが ら,全 国のモデルとな

る各タイプ毎の情報システムを,地 元が中心とな

って構築 ・運営してい くこととなる。

この一連の事業の期間については,地 域の実情

や情報システムのタイプ等により,か な りの違い

があると思われるが,少 な くとも数ケ年はかかる

ものと考えられる。いずれにせよ,長 期 間 に亘

り,多 額の資金を投入してシステムを構築 してい

くわけであ り,国 としても次のような積極的な支

援策を構じていくこととしている。

①モデル地域においては,構 想推進の中核機関

として,自 治体,関 係団体等の出資による第

三セクターを予定しているところが多い。し

かしなが ら,モ デル情報システムは公共性が

強 く資金回収に長期間を要す ること,ハ ー ド

のみな らず ソフ トの開発に多額の資金を要す

ること等により,当 核第三セクターの体質を

強化する必要がある。このため,当 該第三セ

クターに対する出資を行 う。

②情報システムを構築するに当っては多額の設

備波賀を行 うこととなる。このため,日 本開
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表159年 度 ニューメデ ィア ・コミュ=テ ィ構想モデル地域と情報システムの概要

地 域 名 タ イ プ 名 シ ス テ ム の 概 要

盛岡市 ・紫波郡 石油流通 ・物流セ

矢巾町 ・同郡部 ンタ一型

南村

灯油販売における共同配送システム・ガソリンスタンドにおける経営情報 ・ド

ライバー情報システム及び輸送 ・倉庫等の物流センターにおける物流情報シス

テムを構築

群 馬 県 卸団地型

高 崎 市

卸団地内の各問屋 ・商社間における受発注 ・取引情報,市 況 ・商品情報,経 理

会計処理情報等を対象とした情報 システムを構築

横 浜 市

都心地域 都市再開発型

(み なとみらい21地区を含む西区 ・中区)

再開発地域内の企業等に対する世界及び国内の経済 ・技術情報 システムを構築

するとともに,再 開発地域内の国際会議場,見 本市会場等公共機関との情報ネ

ットワークを構築

テスシ{ギルネ

型

エ

ム市

県

岡

潟新

長

都市ガス事業者と家庭,公 共機関,企 業等の需要家及び消防署,警 備保障会社

等を結び,自 動検針,セ キュリティ情報システムを構築するとともに,ガ ス利

用融雪システム,ガ ス冷暖房コン トロールシステムを構築

兵 庫 県

西 脇 市 産 地 振 興 型

播州織の産地において,産 元商社を含めた生産グループにおける工程管理,生

産 ・出荷 ・在庫管理情報 システム及びデザインセンターにおけるCADを 応用

した新デザイン開発システムを構築

愛 媛 県 電源地域産業育成

八 面 地 域 型

(嬬 市他醇 和)

電源地域における地域産業育成のため,生 産 ・加工 ・販売の合理化に必要な気

象情報,市 況情報,技 術情報 システムを構築するとともに,CATVを 利用し

た映像情報システムを構築

広域流通ネヅトワ
熊 本 市

一ク型

消費財を中心に,市 内にある製造,卸,小 売等の流通関連業者をネヅトワーク

化し,受 発注情報,新 製品 ・売れ筋情報等の広域流通情報システムを構築。

大分市 ・別府市

・県北国東テク テ ク ノポ リス型

ノポ リス地域

テクノポリス地域内の先端技術企業,ベ ンチャー企業,地 元企業に対し中央技

術情報機関,域 内研究機関等からの先端技術情報を収集,提 供する情報システ

ムを構築

VN式 竹9'・

〃
〉

、
＼
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(i遍i)ニ ューメディア ・コミュニティ

表259年 度ニューメデ ィア ・コミュニティ構想計画促進地域

北 海 道 函 館 市 他

宮 城 県 気 仙 沼 市

神 奈 川 県 川 崎 市

岐 阜 市

大阪市(で んでんタウン)

和 歌 山 県 紀 北 地 域

山 口 県 下 関 市

長 崎 市 及 び離 島地 域

北 海 道 旭 川 市

山 形 県 酒 田 市

浜 松 テ ク ノポ リス地域

名 古 屋 市

北海道江別市

栃木県真 岡市

長 野 市

愛知県豊橋市

神戸市(須 磨及び西神ニュータウン)

鳥 取 県 米 子 市

徳

宮

長

崎

市

七－r

岡 山 県 一ド全域

高 松 市

鹿児島県鹿屋市

青 森 県 八 戸 市

千 葉 市(幕 張地区)

富 山 県 下 金 域

京 都 府 和 束 町

兵 庫 県 社 町

広 島 市

福 岡 県 久 留 米 市

沖 縄 県 下 全 域

)

発銀行をはじめ,北 海道東北開発公庫,中 小

企業金融公庫,国 民金融公庫等の情報化関連

融資の枠の拡大,特 利化により支援を行 う。

③モデル地域のモデル情報 システムの内容を検

討の うえ,適 用可能な部分について,工 業再

配置促進費補助金,電 源立地 促 進 対 策交付

金,中 小企業事業団の高度化融資等の既存施

策の積極的な活用により支援を行 う。特に高

度化融資においては,ソ フトウェアの開発 ・

購入を新たに融資対象とし,中 小企業のコン

ピュータ共同利用の促進を図ることとしてい

る。

④モデル地域において,構 想推進のための公益

法人の特定基金に対する負担金を企業が支出

した時は,損 金算入を認めること と して い

る。

さらに,前 述のように,59年 度のニューメデ ィ

ア ・コミュニティ構想の指定要望地域は72地 域に

のぼり,こ の他にも今年度の要望書提出には間に

懸 難灘 蒙筆:㌻鷺li:1

合わ なか った ものの,地 域の情報化推進のための

計画 を検討中の 自治体等 も多 く,そ の情報 シス テ

ムのタイプも多岐にわた ってい る。 したが って,

59年 度 指定 の8地 域8タ イプのみでは,全 国に普

及 させ るべ きモデル としては不足 している ことは

明 らか であ り,60年 度 において もさらに指定地域

の追加を行 うこととしてい る。

以上の よ うな施策に加え,財 団法 人 ニュー メデ

ィア開発協会(財 団法人映 像情 報 システム開発協

会が改組 した もの)に よる地域情報化推進団体等

への技術指導,あ るい は通産省 によるニューメデ

ィアについ ての専 門家 の斡旋制度 「ニューメデ ィ

ア ・ア ドバイザー制度」等に よる支援等 も行 って

いる ところである。

通商産業省 としては,以 上の よ うな施 策を強力

に実施 し,ニ ューメデ ィア ・コ ミュニテ ィ構 想の

推進 を図 り,も って高度情報化社会の早期 かつ円

滑な実現を図 ることとしてい る。

滋磁認騰灘 、論嶽轟轟 繋叢纒
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新 しい電気通信の夜明け

電電会社法 にみ る新電電 ・

(社)日 本新聞協会

金 子 秀 明

電電民営化一 ニューメデ ィアの行方にも影響

ここ2,3年,ニ ュー メデ ィ ア 元 年,あ るい

は,ニ ュー メデ ィア実用開始の年,始 動 の年 な ど

とい って きたが,1985年 に は どの ような冠詞がつ

くのだろ うか。 と りわけ,昨 年 はジ ョージ ・オー

ウ ェルがSF小 説 「1984」 で描いた未来社会 の年

にあた ることや,新 年 早 々の放送衛 星NHK号 の

打 ち上 げもあ って大いに,ニ ュー メデ ィアに関心

が あつ まった。そ してキ ャプテ ンシステ ムは商用

にはい り,INS実 験 も始 ま った。 本格的なテ レ

ビ文字多重放送の開始の メ ドもついた。その意味

では ニューメデ ィアは始動 したのであ り,今 後は

「モノにな るか ど うかが問われ る」 ことにな る。

3月 には科学万博が6ヵ 月間の長丁場 で行われ る

し,電 気通信の開放に よって電電公社 の民営化が

図 られ る電気通信新時代を迎 える。 これを機に さ

らにニ ュー メデ ィアにも関心 が寄せ られ よ うが,

ど のよ うに展開 をす るのか,こ こ数年来,ニ ュー

メデ ィア関連 の取材 を担 当 した記者 として,あ わ

ただ し くも楽 しみであ る。

しか し,ニ ューメデ ィアの テンポの速 さには 目

をみは る。 と同時に,「 砂漠 の逃 げ水」の よ うに,

とらえどころのないモノでもある。例えば,こ こ

数年を振 り返 っても,昨 年はVANが 新聞紙面を

にぎわし,一 昨年はINS,さ らにその前には,

CATVや 通信衛星などがヒーローであった。 と

ころが,そ の行方についての考察,研 究が十分な

されない内に,関 心が新しいものに移っていたよ

うな気がする。ニューメデ ィアといっても何だか

よくつかめない,よ く分らないという印象を与え

たのも,そ うした目まぐるしさのせいではなかっ

たか,と い うようにも思 う。情報の伝え手である

われわれ新聞記者の責任でもあろ うが,新 しいも

のを追い過ぎた結果,「 逃げ水」になったのだろ

う。それだけに,実 用時代を迎えたニューメデ ィ

アは,こ れから真価が問われるし,学 者の論議で

ない実際の立場からの建設的な議論が展開される

年として欲しい。

さて,今 年,最 大の話題は電電公社が株式会社

組織となることだろ う。資本金1兆 円,社 員32万

人,年 間売 り上げ約4兆6千 億円という日本最大

の会社が誕生する。さらに,電 電公社以外にも,

電気通信事業が出来るようにな り,こ の市場を目

ざして,第 二電電構想が推進 されるだろう。 これ

までのニューメデ ィアとは全く違 う市場の規模で

あり,景 気動向にも影響を与えかねない動きとし

、三〉



て注目しておきたい。

電電公社の民営化は,電 気通信事業 が 独 占か

ら,競 争時代へと変化することを意味する。これ

を通信の開放と一般的にいっているが,制 度作 り

に着手した54年 当時には電気通信の自由化,規 制

の緩和などといってきた。その延長線上で,高 度

情報社会とい う言葉も誕生したのだが,こ こに現

われているように,一 連の制度改正は従来,電 気

通信には,大 変に厳しい制約が課せられていたこ

との裏がえしでもある。

通信開放の仕組みの第一の特長は電気通信の全

分野であらゆる事業が可能になったことだ。通信

は国家の主権といわれているように,世 界的に何

らかの規制があるのが一般的だけに,今 回のわが

国の改正は,画 期的であ り,全 面開放 といわれる

のもこのためだ。さらに,第 二の特長は回線設備

の有無で,規 制をしていることだ。アメリカでは

高度サービス,基本サービスで分けてお り,VAN

などの事業展開が規制によってや りにくい と指摘

されており,そ の点でも回線の所有を基準にした

方法は効果的 と海外でも大変に評価されている。

とにか く,全 分野にわたる通信開放は評価した

い。

さて,こ の新時代にどう付き合ってい くかは,

ニュービジネスにも大いに係わっている。そのた

めには,新 しい制度を読みとることにあると思 う。

一連の国会審議や取材を通しながら見た新電電法

の概要を我流で分折してみたい。

広範な新規事業一 ノウハウ活かし協調

日本電信電話株式会社法は,23条 と12条の付則

からなっている。

第一条は(目 的及び事業)で,「 日本電信電話

株式会社は,国 内電気通信事業を経営することを

|2

目的とする株式会社 とする」となっており,従 来

通 り,国内の電気通信業を 「新電電」が,そ して,

国際間は 「KDD」 が担当する。その点において

は,現 状 と違いはない。

電電公社の改革は,臨 時行政調査会の答申を受

ける形で,進 め られたが,昭 和57年 の基本答申で

は民営化 と地域分割を提言していた。32万 人とい

う巨大な企業体の是正のためには,電 力会社と同

様に,10の 地域ごとに分割するのが適当としてい

たのだが,今 回は,こ の地域分割は採用されなか

った。その理由は,今 後,技 術投資など必要な状

況化にあって,分 割は逆に力を削 ぐとい うこと,

また,地 域によっては,地 域格差が生 じ,結 果 と

して,国民のためにならない とい うことだったが,

ビッグ電電あっての新電電,電 電の労使双方の反

対がもっとも強かった。ただ,新 規に参入する第

二電電は国内,海 外ともに手がけるこ とが 出来

る。だから,第 二電電構想の中には,新 たに独 自

で通信衛星を打ち上げ,国 内だけではなく,一 部

を中国,韓 国,香 港などとの域内通信(東 アジア

衛星構想)も 進行 している。KDDも うか うかし

ておられない。

新電電のポイントの一つが,第1条2項 「郵政

大臣の許可を受けて,こ れに付帯する業務その他

動向の 目的達成のために必要な業務を営むことが

できる」で,従 来に加えて,「 付帯業務」と 「目

的達成業務」とい う二つの仕事を行 うことができ

るようになった。資本金1兆 円,年 間売 り上げ,・

約4兆6千 億円の日本一の会社が若干の制約はあ

るが,儲 け仕事に食指を伸ばすのだか ら,産 業界
ト

には要注意であり,関 係者はその動向にもっとも

関心をいだいている。

新規事業について,電 電公社では,過 去次のよ

うな基本的な考えと事業見積 りをまとめたことが

ある。

●
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視点

新規事業の運営方式にはいろいろな形態が考え

られるが,こ れまで蓄積してきた職員の技術力,

各種ノウハウ,資 本等と民間の保有す る製 造 能

力,販 売力などを相互に補完しつつ,民 間企業と

の協力体制の下で,新 分野の創出と拡 大 に務 め

る。

とくに,民 間企業 と競合するような分野にあっ

ては,不 当な競争状態の発生を避けるため,新 電

電は民間と共同出資し,事 業の目的 ご とに,ま

た,地 域別に別会社を創設し,事 業の運営にあた

る。

新 しい経営形態 となれぽ,公 社時代 と異な り,

上記の別会社に出向形式で,社 員を送ることが出

来るので,雇 用条件を変えずに(同 じ共済組合の

中で),必 要に応じて復帰するとい う自由な 交 流

が可能 とな り,人 材の有効利用,企 業の活性化が

期待できる。

また,そ の会社の業績に応 じて,出 向した職員

の労働条件を,新 電電 よりも有利にもできる。

したがって,組 織のすみずみまで,活 気ある経

営が出来ることとな り,こ のことは,現 在民間大

企業を中心とした企業群の実態からも明らかだ。

1。 新電電が蓄積している資産を活用して,電

気通信に関連深い事業を拡大する分野

(1)電 話番号簿を用いたデータバンクおよび出

版事業(300億 円)

(2)各 種情報提供サービス(デ ータバンクを含

む)(300億 円)

(3)海 外通信 コンサルティングおよび内外の民

間企業 との協同による設計,施 工(100億 円)

(4)LAN(企 業内通信網)等 システム設計,

コンサルテ ィング,施 行(200億 円)

(5)電 気通信関係の専門教育訓練(100億 円)

(6)委 託会社の業務拡大(OA機 器等の販売)

(100億 円)

(7)不 動 産,車 両な どの活用(200億 円)

以 上合計 で1,300億 円

2.新 電 電会社が蓄積 してい る資産を活用 して

新たな事業へ進出 してい く分野

(1)デ ー タベ ースの設計,建 設,デ ータソース

の加工,提 供(300億 円)

(2)土 木,建 設等の設計お よび共同事 業対 組織

による監督,施 行(50億 円)

(3)通 信 研究所 の開発技術を用いた製造,販 売

(250億 円)

以 上合計で600億 円

そ して,最 近では,こ れ らを よ り具体 化 し,次

の よ うな新規事業をあげてい る。

そ の内容は公社保有技術,委 託 ・下請的事 業,

公 社保有資産の活用の3種 で,27業 種 にのぼ って

い る。

1.公 社保有技術の活用

A「 医療遠隔診断サ ー ビス」 リモー ト診断に よ

る主婦層 の定期診断や寝た き り老人 の健康管理

B「 建造物 診断」建造物 の劣化診断を行い,適

切なア ドバイスを コンサルテ ィン グできる会社

C「INSシ ス テムデザイ ン(OA設 計)」O

A・HA機 器 の システム設計 ・施工,ソ フ ト設

計 ・販売,室 内配線設 計 ・施工

D「 電 電エ ンジニ リア リン グ」 カスタムLSI

の設 計,製 造,販 売

E「 メデ ィア変換 サー ビス」各種 の異 なる言語

で作 成 された プ ログラムを相互 に変換

F「 研 究開発 品試作会社」高度な研究開発用装

置の試作,コ ス トの見積 り

G「 シ ミュレーシ ョン ・サー ビス」 イメージ処

理 シ ミュレーターを開発 してサー ビス

H「 自動翻訳サー ビス」 自動翻訳 システムを開

発 し,フ ァ ックス,テ レックスを用いた りアルタ

イム翻訳サ ービス



1「 海 外電気通信エ ンジニア リング ・コンサル

テ ィング」開発途上 国に対 して,電 気通信 の コン

サル テ ィング,エ ンジニア リングを行 う

J「 ガス ・電 力 ・テ レメータ リングシステ ム」

ガス ・電気 の使用料 の計量,ガ ス漏れ,漏 電 の検

知 を遠 隔で行 う

K「CAI教 育 サー ビス」教育出版会社 と提携

して,家 庭学習,技 能教育 ソフ トを開発販売

L「 ソフ トハ ウス(在 宅 プnグ ラ ミ ン グ)」 学

生,主 婦 などの余剰労働力を活用 して,オ フ コン

などの企業向 け,ソ フ トを販売

M「 テ レシ ョッピン グサ ー ビス」会員制総合買

物 情報サ ー ビス

N「 エ ンジニア リング ・ドキ ュメン ト」技 術の

資料 に係わる企 画,作 成,編 集,翻 訳,検 索 を行

う

O「 ホ ームセキ ュ リテ ィ・システ ム設計 ・施行

会社 」電話 回線,CATVを 利 用 して,防 犯,防

災 システ ムの建設,運 用会社

P「 宴 会 ・結婚 式場 予約 シス テム」宴会,結 婚

式場 の予約 を電話 回線 を通 じて行 う

Q「 ローカル ・オ フ ィス ・サー ビス」在宅勤務

と会社 出勤 の中間形態 で,設 備つ きオフ ィスを提

供す るサ ー ビス

R「 電気通信工科大学」電気通信分野における

先端技術者養成,教 授陣は通研技 術者

2.委 託 ・下請的事業

A「 テレホ ンカー ド」 公衆用電話 カ ー ドの 製

造 ・販売(記 念,贈 答用,CM付 き のカー ド)

B「 局舎 ピル管理事業」機械警備 システムによ

る電話局の局舎管理

C「 ワー プロ代行 打ち込み業」 ワープ ロに よる

浄書,製 表,製 図を代行入力 し,完 成原稿 または

フロヅピーデ ィス クを配送

D「DDX関 連 業務」網接続 のため コンサル タ

二、泌.ぷ 惑鷲 譲 素線 捻蕊.,諾:

ぎ 〉
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ン トおよびプロトコル等の検証,作 成

3.公 社保有資産の活用

A「 電電建設設備機械 リース」電電公社が開発

する建設機械 リース(管 推進装置小断面 シール ド

機など)

B「 世論等 リサーチ会社」市場調査,放 送視聴

率調査,世 論調査,ユ ーザーの意識調査など

C「 電話受付け代理サービス」電話番号情報に

関連した情報提供サービス

D「 不動産利活用管理会社」非現用資産を活用

した貸 しビル業

これ らの中,ど の新規事業か ら,手 をつけるか

は決 ってはいないが,例 えば,電 話帳に関連した

出版事業では,広 告収入も含めて1000億 円強を見

込むなど,大 がか りな新規事業プランの姿もみえ

つつある。また,不 動産業は,1,800に ものぼる電

話局を再開発しようとい う構想であ り,し かも,

市街地の真中,一 等地にあるだけに賃貸しビル業

の採算性は高い。さらに,国 際事業への進出にも

意欲的。高度な電気通信の技術を世界の市場に売

りこもうとい う訳だが,ハ ー ドとソフトを一体化

した通信システムの建設の希望は発展途上国など

に多く,商 売上 として十分に成 り立つとい う目論

か ら,す でに,電 電インターナショナル(NTT

I)の 構想がすすんでいる。

現在の電電公社は公衆電気通信サービスの二部

を行 う事業 と公社関連業務に特に密接に関連する
オ

事業の二つに限定され,わ ずか,ポ ケットベルや

キャプテンサービス関連,船 舶電話,な ど5種 類の

25社 しか出資していない状況から考えても、今後

の新電電の投資活動には十分の関心を払いたい。

公平なサービスと技術開発一 新電電の責務

第2条 は新電電の責務について述べている。電

電
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気通信事業法でも,中 心に据えられている 「公共

性」を確保することを求めているもので,「 会社

は,前 条の事業を営むにあたっては,常 に経営が

適正かつ効率的に行われるように配慮し,国 民生

活に不可欠な電話の役務を適切な条件で提供す る

ことにより,当 該役務のあまね く日本全国におけ

る,安 定的な供給の確保に寄与するとともに,今

後の社会経済の進展に果たすべき電気通信の役割

の重要性にかんがみ,電 気通信技術に関する実用

化研究及び基礎的研究の推進並びにその成果の普

及を通 じてわが国の電気通信の創意ある向上発展

に資するよう努めなければならない」 と表現して

いる。

新電電は,あ くまで民間企業であるが,こ の様

な公共性をはじめとする,厳 しい責務が負わされ

ているのは,国 民の長い年月にわたる投資 と協力

で築かれた電電公社の精神と使命は民間会社とな

っても変わ りがない ことの強い現れだ。この 「責

務」の中心は,「 経営の適正 ・効率化」と 「電気

通信の技術の向上発展」で,前 者では,あ まね く

全国に,と い う表現を用いながら,電 気通信需要

の乏しい地方を置去 りすることなく,公 平にサー

ビスを提供することや基本サービスである黒電話

(一般加入電話)の 料金が適切であることを求め

ている。今回の電電公社民営化の仕掛人である守

住有信事務次官(当 時)は 「黒電話を守れ」とい

う言葉を使いながら,新電電の責任を強調したが,

高度な電気通信もさることながら,安 値で使い易

い黒電話のサービスを国民は,よ り必要としてい

ることを新電電は肝に銘じる必要がある。後者で

は,日 本一ともいわれる電電公社の研究施設,体

制を今後とも高水準で維持するとともに,電 気通

信技術の公開を特許やノウハウなどを技術移転の

形で一般に公開することを指している。

なお,電 電公社,国 際電電の電気通信関連の研

究開発予算は,1,430億 円。 これ に対 し,IBMは

8,239億 円,ATTは5,729億 円 で,そ の開 きは大

き く,政 府 の研 究開発 費 もわ が国はア メ リカ,イ

ギ リス,西 ドイツな どの半分の比 率にす ぎず,民

営化後は将来をに らんで,よ り,高 い援助 比率 を

求め る意見が出てい る。

1政府保有株限度
3
予想 され る公開 フ ィーバー

第4条 は 「株式」。 ここでのポイントの一つは,

電気通信事業法でも同様だが 「外国性の制限」が

とられていることだ。これは,通 信が国の安全を

も左右する重要なことが らであるためで,国 際的

にも,定 着している考え方だ。具体的には,外 国

人,外 国籍の企業には,一 株の保有も認めず,外

資系は外資の出資比率が二分の一以下の企業しか

株の保有はみとめ られない。この点では,先 に株

式の公開をしたイ ギ リス のBT(ブ リテ ィッシ

ュ・テレコム)は 広 く世界各地で株の公募をした

のとはいささか,趣 きが異なっている。

また,電 電公社は優良企業である。 真 藤 総 裁

は,改 革なしには,第 二の国鉄になると危機をあ

おり,公 社の民営化を図った観もあるが,バ ス,

自家用車,飛 行機など代替 手 段 が あ り,そ れら

に,押 されて,今 日の衰退をきたした国鉄とは,

根本が違っている。

だか ら,電 電公社が民営化され,株 式が公開さ

れれば,人 気をあつめることが予想されている。

KDDが58年 に増資した際の,売 り出し価格は,

6,000円 だったが,最 高時1こは27,000円 にもなっ

た。それに匹敵ない し,上 回わるとの予想すらあ

るのだから,売 り出し時には相当にフィーバーす

るのではなかろうか。

電電公社の株の売却の手順は二段階 で 行 わ れ

る。第4条 の2項 では 「政府は.常 時,会 社の発
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行済み株式の総数の三分の一以上にあたる株式を

保有していなければならない」としている。しか

し,実 際の売却は郵政省と大蔵省の合意で,民 営

化5年 以内は 「二分の一まで」,そ の後は法律ど

お り 「三分の一 まで」の方法であたるとい う。 こ

うした方法がとられたのは,株 式市場への影響を

考えた措置で,新 電電の株式が額面の5倍 とする

ならば,年 間2,000億 円の売却で,な んと,1兆 円

になる。60年 度の政府予算が,約59兆 円,58年 の

株式による資金調達は年間で,約8,000億 円であ

ることからみても,そ の規模の大きさを知ること

が出来るが,無 秩序に売却し,こ れだけの資金を

民間の財布,株 式市場から集めれば混 乱 は 必 至

だ。

そこで,前 出の二段階売却の方法がとられた。

5年 を区切 りとしているのは,新 電電の経営形態

の見直しが,そ の時点で,も う一度行われるため

である。また,政 府の保有限度を 「三分の一」 と

したのは,商 法の規定で,会 社の定款変更などの

重要事項の変更を防ぐことが出来るためだが,役

員の人事権を完全に掌握できるよう,郵 政省は法

案作成の段階では 「二分の一」以上と し て い た

が,出 来るだけ株の売却を多 くしたいとい う首相

官邸,大 蔵省サイ ドからの強い要請で,縮 小 され

た経緯がある。

電電株売却による巨大な資金の利用は大いに関

心のあるところだ。逼迫した財政状況のなかで,

久方ぶ りに,甘 い話である。これまでの経緯では

郵政省は,そ の一部で,電 気通信システムの高度

化の財源 とするとともに,資 金の運用 ・管理を郵

政省が行 うとい う 「電気通信振興機構」の設立を

提唱した。売却益の一部を,高 度技術の振興に役

立てるとい う計画であ り,その規模も年間で1,600

億円にものぼるビッグなプランであった。年間の

政策予算わずかに3億 円とい うのも郵政省にとっ

.心 懸 、災－ wwgPt殊t-s-L、.⊇ 、N鰯rw脚

てかつてない大がか りな計画であ り,期 待に胸も

ふ くらんだのだが,結 局,自 民党裁断の形で,一

般会計予算に組込み,赤 字国債の償還に活用され

ることになった。電電変じて,財 政再建というわ

けだ。

人事,事 業計画は大臣認可

一 定款 ,政 令など準備中

株主総会に関連する事項が,第9条 「取締役お

よび監査役の選任等の決議」,第10条 「定款 の 変

更等」で述べ られている。とりわけ,人 事に関し

ては郵政大臣の認可を規定している。公社制度で

は,総 裁,副 総裁はともに内閣の任命制度であっ

た。逆に郵政省が関与できず頭越しだったが,今

度は表向きには,権 限が強まった観もある。 しか

し,実 際は,株 主総会での人事を認めるだけの手

続 きという面 もあ り,む しろ,後 退 とい う見方が

一般的だ。 このほか,郵 政大臣の認可事項は,事

業計画,料 金の決定,な どがある。ただ,公 社制

度では,予 算は国会の議決が必要だったのに比べ

ると,大 いに自由度が増したことになる。また,

収支計画や資金計画は事業計画の添付資料で良い

ことになった。

この他,新 電電が株式会社であるとはいえ,通

信事業の公共性によって,一 般的な民間会社と違

うことは前にも述べたが,具 体的な措置として,

監査役を特例で,三 人以上とするとともに,郵 政

大臣が,特 命指示を出す ことができるほか,幹 部

などの犯罪にも民間会社にはない重い規定を持っ

ている(第14,第18条)。
ト

以上が,新 電電法による 「新電電」の姿だが,

日本最大の会社研究はニューメディアの動向を追

ううえか ら,も っと必要になって くる。まだ,明

らかにされていない,政 令,省 令さらには定款に

も今後,注 意を払 う必要がある。
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東京消防庁災害救急情報システムFACTS-119

都民の安全に直結

1は じめに

このたび,東 京消防庁 の災害救急情報 システム

が,昭 和59年 度情 報化 月間優秀情報処理 システム

として表彰の栄誉に浴 した。 この機 会に木 システ

ムのあ らましについて紹介いた したい。

この災害救急情報 シス テムは,防 災機 関の中枢

として複雑多様化す る都市災害や,多 発化す る救

急事象に対処 してい くために開発 した もので,コ

ン ピュータ施設 と通信施設を有 機的に結 合 した シ

ステムである。

この災害救急情報 システムには,FACTS-

119(FireandAmbulanceComunication

TotalSystem)の 愛 称がつけ られ,昭 和51年10

月 に運用 を開始 したが,そ の後,諸 々の改善,強

化が 図 られ現在 に至 ってい る。

な お,東 京消防庁の指令管制 業務(消 防車や救

急車 の出場指令,情 報伝達等)は,都 内23区(第1

～ 第7消 防方面本部)は 千代田区大 手町 にあ る東

京消防庁 の災害救急情報セ ンター(写 真一1)で

行 い,多 摩地区(25市5町1村)は,第8消 防方

面本部(立 川市)の 指 令セ ンターで行 ってい る。

この うち,災 害救急情 報 システ ムとして コンピュ

ータがサ ポー トす るのは23区 内のみ(多 摩地 区に

ついては計画中)で あ る。

蓄鰻1
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写 真一1東 京消防庁 災害救急情報センター

2.災 害救急情報システムの概要

東京消防庁の災害救急情報システムは,火 災,

救助,救 急,そ の他の災害に際して,災 害活動に

必要な消防部隊や,救 急病院の選定を迅速に行 う

とともに,災 害活動に必要な情報を災害現場など

にすみやかに伝達する役 目をするほか,都 民に対

し,休 日診療病院や災害に関する情報を提供する

システムである。

災害救急情報 システムによる指令管制業務は,

コンピュータの他,多 くの有線,無 線 の 通 信 機

器,フ ァクシミリ,マ イクロフィルム,ヘ リテレ

ビ,ITV,録 音装置,表 示盤等の装置類 と,各

種の計画,資 料等を駆使して行 うが,以 下,こ れ

らのあらましについて記述する。

また,災 害救急情報システムの概要を図一1に

示す。

(1)119番 による災害通報を受付指令台で受信す

る。

(2)受 付指令台勤務員は,コ ンピュータ端末を操

作し,文 字表示装置(CRTデ ィスプレイ)(写

真一2)に 表示 された情報を読み取る。

(3)受 付指令台から消防署所に対して,消 防車や

救急車等の指令を行 う。

(4)消 防隊は指令によって出場し,災 害無線台と

情報交換を行 う。

(5)応 援隊が必要な場合は,車 種別の隊現況表示

画面か ら勤務員が最適隊を選定し,出 場指令す

る。

(6)救 急隊が出場 した場合は,管 制台と情報交換

を行う。

(7)管 制台は救急内容に応 じて病院等を選定し救

急隊に指示する。また,必 要に応 じて病院へ救

急患者の搬送を通報する。

(8)監 督台は,受 付指令台,救 急管制台,災 害無
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東京消防庁 情報処理課 加 藤 勝 文

電子計算第1係 長

図一1東 京消防庁災害救急情報システム概要図
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緑 台等 の業務を統括 し,調 整 して業務 の円滑な

運用 を図る。

(9)案 内 台(03--212-2323)は,都 民 か らの災

害等の問い合わせや,病 院案内な ど消防 テレフ

ォンサ ービスを行 う。

⑩ 各災害の記 録集計 を行 い,毎 日,災 害 日報 と

して発行す る。

以上が災害救急情報 シス テムに よる指令管制業

務の概略 であ るが,コ ン ピュータは これ らの業務

をすべて行 うもの ではな く,ま た,直 接行 うもの

でもない。

一般 に
,コ ンピュータを使 ってオン ライン ・リ

アルタイム処理を行 う場合,処 理パ ター ンを定め

る ことに よって,人 間 の判断要素を少 な くす るこ

とが考 え られ るが,複 雑多様な災害 に対応す るに

絹 坐 憲 灘t・els'AMne♪ 岬 恨 パ ヒP=

責憶 篇 拶 ・…x巽 ・Pt猿

すボ侭

今が 終 管 蜜 蝋 奄 殿 費

ミがNT魯 §衰態eEる

ぷ きパ 丸 紅 内 ☆ 婁

演 台葦《 慮 漬 ε門

tPtesY寮 撰Fl"・

t紺 ぶ'璽 識 旬ssli

が 訟 ÷ 惑 鞠 念 ∨"

ses≡1e鱒 率 繍Ftぐ

ε詩 ぷf蒙 ※ 家 鎌Il

職"噺 愈 ☆内(憂 数

t舗ミc今 京 沸tSo

ε鮎 ぷ 膓超 灘 シ ＼

lli!9㊦ 扇 頭瞭t「e

leltgぐ 気 魂香 ⑱o

べをミ　ル ト ミ　 ド き 脅

嚇 灘iii

↑朕f/.秒s"v'1v∨

夜式P"串 ケts

蹴 魯く1激s勺v<

煎 薬 窯動 態蒙 鯨

e禄 ミ絃 丸 漬 恒{t

き 鱒

～熟 ぷ 宇銀 ㊧ ♪～ 蕊

ぐが 謬＼ べ 雛 §匿督 む

丁慾 ㍗"浪 路elk}

〉爵身 ミぐ 十 ※鴛 籟 ご

,et1い ンジ㊦ ぷ'

/pm.口 遊 軽St、

w没z簿 ぶ1s

x韻 鋲 茶WRee

l叡:裕 鶴t・t㌧

i;i:1;;:;:"i

sl・Mジb

▲ 写真一2CRTデ ィスプレイの表示例

は,必 ず しも画一的な コンピュータ処理 のみでは

効果的な対 応が困難な場 合があ る。 したがって,

当 庁の指令管制 業務は担 当者(災 害救急情 報セ ン

ターの勤務員)の 判断の もとに行われ,コ ン ピュ
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一タはその判断に必要な情報を提供するものであ

る。

3.シ ステムの特長

(1)コ ンピュータによる出場指令の自動化は行わ

ない。

当庁災害救急情報システムの基本は問合わせ

応答方式をとってお り,コ ンピュータ情報を参

照して最終判断は人が行 う。

② 隊の現況をコンピュータに登録することによ

って,隊 の管理が完全に行える。したがって,

2次 災害,3次 災害などが発生してもCRTデ

ィスプレイの情報により,繰 上げ出場隊や最適

隊の選定が迅速に行える。

(3)医 療機関の診療情報をコンビュータへ入力す

ることによって,病 院選定を迅速的確に行 うこ

とができる。

(4)都 民への病院案内や災害情報の提供が容易に

できるなど,都 民サービスが向上する。

(5)コ ンピュータで処理する情報は3秒 以内にC

RTデ ィスプレイ上に表示され,迅 速に伝達さ

れる。

(6)災 害救急情報システムは,1年365日 無停止

で運用し,災 害に対応している。

(7)コ ンピュータ等の処理装置及びソフ トウェア

は,万 一の故障に備えて十分なバ ックアップシ

ステムが用意されている。

⑧ ソフトウェアは,200,000ス テップを超える

大規模なものであるが,拡 張,改 善が容易にで

きる設計の柔軟性を確保している。

4.コ ンピュータで提供する情報

災害救急情報システムとしてコンピュータで提

供する情報は,大 別すると次のとおりである。

(1)出 場指令に必要な隊の情報

(2)救 急患者を搬送するのに必要な病院の情報

(3)各 種資器材の配置に関する情報

(4)災 害活動に必要な各種警防資料

(5)都 民などの問合わせに対 して提供する情報

(6)災 害 日報の発行と災害状況の記録および集計

これ らの情報は,固 定的な情報と刻々変動する

情報からなっており,固 定的情報は,隊 の名称,

出場区域,資 器材の配置情報,警 防計画,特 殊対

象物等の情報及び病院の名称,所 在,診 療科 目等

で,こ れは,あ らか じめ コンピュータに記憶させ

ておく。

変動する情報は,隊 の現況 と病院の現況で,こ

れは,変 動のつ どリアルタイムに署端末,病 院端

末か らオンラインで入力する。

コンピュータは,こ のような固定的情報に変動

する情報を加えて災害救急情報センターに提供す

る。

5.コ ンピュータで実施する業務

コンピュ一口タで実施する業務は次の4種 類に分

類できる。

(1)デ ータの収集

(2)情 報の表示

㈲ 登録等

(4)集 計

上記分類にもとついて業務名を細分したものを

表一1に 示す。

つぎに各業務の主要な内容についてその概要を

記述する。

(1)デ ータの収集

ア 隊現況の収集

東京消防庁管内(都 内23区のみ)の 各 種 消 防

車,救 急車約650台,消 防艇9艇,ヘ リコプター

5機 の現況を,都 内56消防署及び1航 空隊の署端

末装置(写 真一3)か らオンラインでコンピュー

タに入力する。入力する情報は,各 隊ごとに 「出

場」 「出向」 「出場不能」 「待機」の4種 類であ

る。

署端末装置は本署のみに設置されてお り,そ の

消防署(出 張所を含む)の 全隊の現況 を 入 力 す
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表斗 コンピュータで実施する業務

1デ ータの収集

業 務 概 況 業 務 名

現況を収集する。
隊現況の収集
二病院現況の収集

2情 報 の表示

出場する隊を表示する。 出場隊表示,応 援協定表示,緊 急配備隊表示,残 留警備隊表示

運用した隊を災害ごとに表示すること。 災害現場隊表示,災 害番地入力

発生中の災害について情報を表示する。 災害番号検索

病院の情報を表示する。 病院情報案内,個 別病院案内,行 政区別病院 コー ド表示

救急隊の出場回数を表示する。 救急隊出場回数処理

代車状況を表示する。 代車運用表示

車種別,方 面別に隊の状況を表示する。 車種別表示

各種資器材を積載 している隊を表示す る。

休日診療及び休日夜間診療情報を表示する。

資器材表示

休 日夜間診療当番情報案内,休 日診療情報案内,準 夜診療情報案内

特殊診療情報を表示する。 脳神経外科診療案内,特殊診療情報案内,救命救急センター等情報案内

警防資料を検索し表示する。 警防資料表示

直近医療機関を表示する。 巨 近医繊 関案内

▼ 写真一3署 端末装置

三
馴

|

る。

イ 病 院現況の収 集

都 内23区 の407の 救 急告示病 院の うち,70病 院

につい ては,病 院 に設置 した病 院端末装置(昭 和

61年 度 までに100病 院 に増設予定)(写 真一4)

か ら,ま た,病 院 端末装置 を設置 してい ない病院

については管轄す る消防署の署 端末装置 か ら,そ

れぞれの診療情報をオ ンラインで コン ピュータに

入力す る。

入力す る情報は,各 病院の診療科 目ごとに 「診

療の可 ・否」及び男女別の 「収容の可 ・否」であ

る。

診療科 目は,内 科,外 科,脳 外科な ど23科 目と

特殊診療 リソースとしてICU(集 中 監 視 治 療

室),CCU(冠 動 脈疾 患集 中治療室),透 析セ ン

ター,高 圧酸素治療室,熱 傷 セ ンターの5科 目,

計28科 目であ る。
▲ 写真一4病 院端末装置
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(2)情 報の表示

ア 隊現況の表示

署端末装置から入力された隊現況は,2つ の方

法で表示する。

第1は 隊現況ランプによる表示で,受 付 指 令

台,救 急管制台,救 急監督台(救 急関係の台はい

ずれも救急隊のみ),作 戦室の災害状況表 示 板及

び玄関ホールの消防活動現況表示板(写 真一5)

に車種別にランプで識別表示する。

イ 出場隊の表示

災害の発生に伴って,受 付指令台 で 災 害 地点

(区町丁名),災 害種別(火 災 ・救急 ・救助)を

入力すると,出 場を指定される隊の一覧とその隊

の現況などがCRTデ ィスプレイに表示される。

担当者は,そ の表示をみて出場を指令する。

その他表示される内容は,指 令方面,災 害発生

場所,所 轄消防署名,災 害種別,登 録に必要な記

号等である。

なお,災 害の種別は,高 速道路出場,油 脂火災

等にも分類され,そ の種類に応 じてそれぞれ最適

な隊が表示される。

動 現 況 表 示 板

ウ 災害現場隊の表示

災害ごとに番号を付養して出場した隊をCRT

ディスプレイに表示する。また,現 在継続中の災

害の場所,所 轄消防署名,災 害種別,登 録時刻,

運用隊の一覧なども表示する。

その他,各 災害ごとに緊急配備,残 留警備に指

定された隊の表示も行 う。

緊急配備とは,消 防隊が出場したため手薄にな

った地域へ他から消防隊を移動配置することをい

い,残 留警備は,一 部の隊を残留させて以後の災

害に備えることをい う。

工 事種別表示

消防隊を方面本部別(第1～ 第7消 防 方 面 本

部),車 種別に隊現況を付けてCRTデ ィスプレ

イに表示 し,特 命出場等に活用する。表示される

車種は,ポ ンプ車,は しご車,化 学車,救 急車,

救助車,そ の他特殊車(電 源照明車等)が ある。

オ 特殊資器材積載隊の表示

警防系資器材(油 圧式救助器具,呼 吸器,ガ ス

溶断器,エ ンジンカッターその他13種 類)及 び救

急系資器材(心 電図電送装置その他計3種 類)を
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積載している隊を,方 面本部別,資 器材別に隊現

況を付けてCRTデ ィスプレイに表示す る。

力 病院情報の表示

(ガ 診療科目別,行 政区単位の病院表示

科 目ごと(内 科,外 科等17科 目)に,行 政区単

位に表示するもので,表 示内容は,科 日名,行 政

区名の他に,各 病院ごとに病院名,住 所,診 療情

報,電 話番号,所 轄消防署名などである。

目)病 院の診療科目等の表示

各病院ごとに,そ の病院の全診療科 目を表示す

るもので,表 示内容は,病 院名,電 話 番 号,住

所,所 轄消防署名,各 科 日の診療情報 な どで あ

る。

(ウ)診 療科 目別の直近病院の表示

指定した町丁名と科 目に対応して,直 近順に表

示するもので,表 示内容は,病 院名,診 療情報,

住所,電 話番号などである。

その他,病 院情報の表示は,特 殊診療情報,休

日診療情報など計8種 類がある。

(3)登 録等

出場隊の登録及び解除

災害等に出場した隊,緊 急配備,残 留警備の任

務についた隊を コンピュータに登録する。

なお,緊 急配備,残 留警備隊については,そ の

任務が終了した時点で登録を解除する。

(4)集 計

災害 日報の集計

1日 単位に,火 災件数,救 助件数,救 急件数,

その他の災害σ件数及び各災害ごとの年間累計,

前年比などを集計し災害日報として活用する。

6機 器の概要

(1)ハ ー ドシステムの構成

災害救急情報システムのハー ドウェア構成を図

一2に 示す。

(2)情報の流れ

各端末か ら送信された情報は,東 京消防庁本部

庁舎の指令管制中央制御装置(UDX==デ ータ収

集用小型 コンピュータ)が いったん収集して大型

電子計算機(CPU)に 転送するが,隊 現況は,

CPUに 送られる一方,災 害救急情報センターの

受付指令台等にも送出し,ラ ンプ表示する。

CPUに 入力された情報は,災 害救急情報セン

ターの受付指令台(7台),救 急管制台(6台) ,

災害監督台(2台),管 制監督台(1台),案 内台

(3台)に 設置されたCRTデ ィスプレイで必要

事項を出力する。

その他,セ ンターには,マ ークシー ト読取装置

及びプリンターを設置し,部 隊運用記録,災 害 日

報等の入力を行 う。

(3)電 子計算機(CPU)

東京消防庁の災害救急情報セ ン タ ー は,1年

365目,瞬 時の停止 もなく災害に対応している。

したがって,セ ンターをバックアップするコンピ

ュータシステムも24時間無停止で,信 頼性高 く稼

動させるために,電 子計算機本体を含めて,重 要

システムはフェイル ソフ ト(シ ステムの部分的故

障がシステム全体のダウンにならない)の 思想で

設計し二重化している。

CPUも2セ ット設置 してデュプレックス方式

によるホットスタンバイで運転してお り,通 常は

主系のCPUで 災害救急情報システム,従 来で一

般事務のパ ッチ業務を行っている。主系に トラブ

ルが発生すると,CPUは 自動的に従 孫 に 切 替

り,災 害救急情報システムは自動継続 で運 転 す

る。

(4)指 令管制中央制御装置(UDX)、

UDXは 各端末装置(署 端末装置,病 院端末装

置)を 制御 し,入 力される病院情報,隊 現況等の

データを整理保存するとともに,CPUへ 転送す

るインタフェース機能をもった小型 コンピュータ

である。
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図一2災 害 救 急 情 報 シ ス テ ム ハ ー ド構 成 図

電 子 計 算 機 室 災害救急情報センター
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図一3CPU・UDX間 の 接 続 図

端末へ CRTへ

注一㎜ 従系を示す

UDXもCPU同 様二重化されており,主 系で

障害が発生すると自動的に従系に切 り替って運転

する。また,CPUとUDX間 の接続は,図 一3

に示す ように主 ・主,従 ・従,主 ・従,従 ・主の

クロス接続 も可能で,障 害に対してより高い安全

性を確保している。

CPUとUDXの 関係は階層構造システム方式

を採用しているため,CPUの 両系がダウンして

も縮退運転が可能で,UDXで 収集した現況を出

力して参照できるシステムになっている。

(5)指 令管制端末送信装置

ア 署端末装置

署端末装置は,各 隊の現況 と病院の診療情報を

送るもので,操 作部は,隊 現況釦,病 院選択釦,

科 目別診療情報釦などからなっている。

なお,デ ータ送信用回線は特定通信回線を使用

している。

イ 病院端末装置

本装置で送信できる情報は,最 大17科 目,各 科

日別の診療及び収容の可 ・否で,情 報は変更のつ

ど病院側で入力する。

また,自 動 ダイヤル方式で,災 害救急情報セン

ター案内台と通話できる機能 も有 している。

なお,デ ータ送信用回線は電話型公衆通信回線

を使用している。

(6)文 字表示装置(CRTデ ィスプレイ)

(写真一6)

藩
鰐

馴

＼　 1

頴
裳嵐

覧

長
忌

ぺ

ミ

噸 ム

写真一6文 字表示装置(CRTデ ィスプレイ)

災害救急情報センターの受付指令台等に計19台

と電算室に1台 を設置し,出 場隊表示,病 院情報

表示など合計36の 表示業務を行い,指 令 ・管制業

務あるいは都民からの問合せなどにきめ細かい情

報を提供している。

構成は,デ ィスプレイ,ラ イ トペン,操 作盤及
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び交換方式 の ブ ック(ペ ージ部),プ リンターか ら

な ってい る。操 作盤 及び ブックは情報 をデ ィス プ

レイまたは プ リンターに出力す るための操作 を行

うもので,ブ ックは最大7冊 まで交換 可能 である

が,現 在は,火 災用,救 急用,応 援協定用 の3冊

を使用 してい る。

ブックの項 目選択 はペ ージ と押釦 フィッチの組

合 せで,指 令,管 制,案 内等 の各業務釦 と,出 場

先町丁名釦 に分 けて,1ブ ック2400項 目(頁 当 り

80項 目,30頁)を 収容 してい る。

ライ トペ ンは,デ ィスプ レイに表示 された文字

等 を光学的 に検知 してCPUヘ デ ータを送信す る

もので,主 に,出 場隊の登録,変 更等 に 使 用 す

る。

(7)定 周 波定電圧装置(CVCF装 置)

コ ン ピュータは,停 電その他電源 に異 常を生 じ

ると,デ ータエ ラーや システ ムダウンにつながる

ため,無 停電のCVCF装 置を設置している。

この装置は,商 用電源の周波数及び電圧の安定

化 と,停 電時に自家発電機が定格出力に達するま

で,蓄 電池で休電する機能をもっている。

(8)周 辺装置

電算室に設置されているCPUの 周辺装置の主

なものは,

ア

イ

ゥ

ェ

ォ

カ

キ

ク

ケ

シス テムコンソール装置

コンソールデ ィス プレイ装置

磁気デ ィス ク装置

磁気 テープ装置

通信 制御 装置(CCP)

ライ ンプ リンター

漢字 ブ リンター

カー ドリー ダー

マー クシー トリー ダー

な どである。

表一2主 要 機 器 及 び 諸 元 概 要

1電 子計算機室の機器構成

機 器 名 台数 諸 元

中央処理装置(CPU) 2 寵憶容量8MB

コ ン ソー ル デ ィス プ レイ 4 表示文字数80字 ×26行/画 面,表 示文字種112種

コ ン ソー ル 用 プ リン タ 2 最大印字速度180字/秒

ライ ン プ リン タ 2 最大印字速度2000行/分,桁 数132字/行,印 字文字種110種

漢字 プリンタ 2 収容文字種,漢 字8000種,印 字速度2730行/分

マ ー クシ ー ト読 取 機 1 最大読取速度100～150枚/分

カー ド読取機 1 最大読取速度1600枚/分-

磁気テープ装置 8 記録密度6250BPI

磁気 ディスク装置 16 記憶容量1270M,B転 送速度1.2MB/秒

指令管制中央制御装置(UDX) 2

データ交換装置(DXC) 4 最大データ転送速度50KB/秒

病院情報バックアップ装置 1 A-

=、9.

通信制御処理装置(CCP) 2
.
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2災 害救急情報センターの機器構成

文字表示装置

(CRTデ ィスプレイ)
20 表示文字数40字(漢 字)×24行/画 面,表示文字種127(英
数)及 び漢字8000種

CRT用 プ リン タ 3 最大印字速度85字(漢 字)/秒,印 字文字種127(英 数)
及 び8000種(漢 字)

一

一 ・シー・読職1・
最大読取速度142カ ラム/秒

一 ・シー ・用プ…1・1最 大印字搬1・ ・行/分 ,撒132字/行,印 字文罐126種

3端 末 装 置

署端末装置 57

病院端末装置 70

4そ の 他

無停電CVCF電 源装置 2 定格冗長容量 150KVA,設 備容量 300KVA

同 上 蓄 電 池 Dl 容量700AH/10HR
災害状況表示板 い1
消防活動現況表示板 ・1

5登 録 簿

出場 した隊,特 殊任務隊等を登録す
る。

計画出場隊登録
特命出場隊登録
緊急配備隊登録及び解除
残留警備隊登録及び解除

登録した隊を変更‡話 あ勧1鵠 騰

終了した災害について終了処理を
する。

緊急配備解除終
了報告終了報告訂
正

6集 計

災害の件数,内 訳等を集計 し,プ
リントする。

部隊運用記録

纏 ㍊ 欝 欝 プ,。,

7機 器の諸元概要

システムを構成する主要機器名及び諸元概要を

表一2に 示す。

8お わ りに

災害救急情報 システムは,年 間約7,㎜ 件の火

災,約30万 件の救急,約4,500件 の救助,水 防,

危険排除など,消 防隊が緊急出場 した業務処理を

行 うとともに,年 間約17万 件のテレフォンサービ

スによる各種問合せに対応してお り,シ ステム全

体の年間の トラフィック量は約300万 回以上にも

達 している。`'

このように,都 民の安全に直結 した システムだ

けに,常 により高い信頼性を持ったものでなけれ

ばならない。

それには,現 行システムを維持してい くだけで

な く,将 来の情報化社会に対応 して,ハ ー ド,ソ

フ ト共より高度なシステムを再構築し,都 民に対

してさらに質の高い情報を提供できるよう研究改

善していかなければならないと考えている。

」



36

我が社は,昭 和26年,国 際路線,国 内路線にお

ける定期航空運送事業等をn的 に 設 立 され,当

初,わ ずか国内4都 市を結ぶ路線で出発しました

が,現 在では,路 線 も海外34カ 国47都市,国 内12

都市へと拡大され,ご 利用いただいているお客様

(旅客約1,300万 人,貨 物約43万t・ 昭和58年 度実

績)の ご支援により,昭 和58年 には,IATA(国

際航空運送協会)加 盟航空会社126社 中で,国 際

線定期便の輸送量が第1位 とな りました。今後さ

らに安全運航に努め,お 客様へ快適なサービスを

提供し,こ の座を守っていく事が,ご 支援に対す

る最大の恩返しになる事 と考えてお ります。そし

て,そ のための諸施策の実施にあた り,最 近,社

内での情報システム部門への期待が高まって来て

おります。

我が社の情報システム部門は,会 社設立直後に

通信部門,少 し遅れて計算部門と,各 々別組織で

発足し,現 在では,世 に言われている 「C&C」

に対応 した組織 となっています。

この発足後30数 年間の歩みを,「C&C」 への

対応(最 も,当 初は 「C&C」 とい う事を意識し

ていたとは思えませんが)と い う観点から述べて

見てたいと思います。

前述の通 り,我 が社の情報 シス テ ム 部 門 は,

「C&C」 の 後の"C":コ ミュニケー シ ョン(以

下通信 と称す)か ら出発 してい ます。

まず,昭 和28年,国 際線の通信確保のためAR

INC*と 通 信業務 協定を結び,続 いて東京,福

岡,名 古屋 に国 内専用 テ レタイプ通信回線を開設

しました。昭和30年 には,東 京一サ ンフランシス

コ間 に,初 めて 国際専用 テ レタイプ通信回線を開

設 し,翌 年 には,東 京一香港間 にも同様の回線を

開設 しました。

そ の後,回 線網 は,東 南 アジア(昭33)ヨ ー ロ

ッパ(昭36)へ と着実 に拡張 され,昭 和38年 に

は,ほ ぼ全 世界 へ展 開され るに至 りました。

もう片方 の`℃"で ある コン ピュータ(以 下E

DP)と 称 す)部 門を見 てみ ます と,昭 和32年,

統 計機 械の導 入に よ り,給 与計算,人 事統計,部

品補給 業務等が機 械化 され ましたが,本 格的なE

DPと しては,昭 和38年 に導入 されたIBM1401

と1410が 最 初 と言え ます。

昭和39年,国 内線予約業務がNEAC2230を 使

用 し,オ ンライン ・リアルタイム として初めて稼

動 しましたが,こ の時が,我 が社 におけ る 「C」

と 「C」 の最初 の出会い とな りました。 また,昭
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和42年 には,テ レタイプメッセー ジn動 交換 シス

テ ムが稼動 し,通 信 部 門 の み で,一 応 の 「C&

C」 を実現 してお ります。

この様 な流れ の中 で,昭 和43年 に,特 に予約業

務 に対す る本格的 オ ンライン ・リアル タイムの必

要性が高 ま り,そ の開発体制を整備す るため,今

まで別 組織 であ った通信に関す る企画,開 発部 門

のみが,ま ずEDP部 門 と統 合 さ れ ました。 当

時,「C&C」 とい う言葉 はあ りませ ん で し た

が,今 か ら考 える と,こ の時 が,我 が社 で 「C&

C」 に取組 んだ最初 ではないか と思われ ます。

昭和45年 に,本 格的 オ ンライ ン ・リアル タイム

システム:JALCOM-Hが 稼 動を始め ました

が,そ の時 の開発経験等か ら,通 信 とEDPの 融

合 の必要性が痛感 され,EDP部 門 内に,デ ー タ

通信開発課の発足をみま したが,残 念な事 に,数

年後,初 期の 目的を達 成せずに解 散す る結果 とな

りました。

この様 に,企 画,開 発面 では融合 の試みが行わ

れました が,運 用面 では,依 然 として通信,ED

Pに 分 割 され,通 信運用部門がEDPと 同 一部内

に展開 され る事 になるのは,昭 和47年 に な ってか

らでした。 この運用部門の統合の結果,通 信,E

DP両 系 列 の企画,開 発,運 用部門が,同 一部内

で展開 され る事 とな り,組 織的には,一 応 この年

に 「C&C」 へ の対応が整 った と言え ます。 しか

し,歴 史の古い通信 と,新 参者のEDPと で は,

過 去の経 歴の相 違か ら,融 合する事 はなか なか難

しく,同 一 部内に属 しているだけで,実 際 は両系

が別個 に機能す る とい う状態 が,そ の後10年 間 続

きました。

「C&C」 とい う言葉が一般的 にな って来た昭

和57年,企 画 ・開発面での通信,EDPの 組 織融

合が実現 し,我 が社の 「C&C」 もや っと新 局面

を迎 えるに至 りましたが,運 用面を も含めた融合

が実現す るのは,更 に2年 後の昭和59年11月 に な

ってか らで した。

この様 に,我 が社 の情報 システム部門 の過去を

振 り返 ります と,そ の半分 は,通 信,EDP融 合

の歴史 であ り,「C&C」 実 現への道程だ った様

な気が します。

この様な歴史を背景に,我 々は冒頭 で述べ まし

た様 に,寄 せ られ る期 待に応 えなが ら,理 想的な

「C&C」 を 目標 に,今 後 さ らに努力 して行 きた

い と考 えてお ります。

*ARINC…AeronauticalRadioInc .米 国航空無線会社
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編集後記

◇通産省がニューメディア ・コミ

=ニ ティ構想の第一歩 として8カ

所のモデル地域を指定する一方,

郵政省はテレトピア基本計画を打

ち出し近 くモデル都市を指定する

もようです。いずれもニューメデ

ィア,な いし情報ネットワークを

地域振興の核にしようとい う試み

です。将来の本格的導入に当って

のガイ ドラインとなる意 味 か ら

も,今 後これらのモデルを通して

の検証に注 目する必要 が あ り ま

す。

◇電気通信事業の自由化に伴 う電

電公社の民営化,す でにい くつか

名乗 りをあげている第二電電の構

想など全国民が注視している 「新

しい電気通信の夜明け」が迫って

います。 しか し,こ れ が 本 当 の

「夜明け」と国民が期待するのは

通話料,回 線料が今 より安 くなる

とい うのがホンネでしょう。

◇ニューメディアにしてもネット

ワークにしても個々のシステムを

相互に接続または統合しようとす

るニーズは高まる一方ですが,そ

こで問題となるのが互換性とか運

用性,い わゆるインターオペラビ

リティです。次号では,こ の問題

をとり上げる予定です。

発 刊 の ご 案 内

コンピュ■■eH■'84■85

高度情報化時代 とニュー ビジネスの拡大

(財)日 本情報処理開発協会 編

わが国のコンピュータ産業の現状、政府の施策、技術動向、

利川技術を網羅・集大成 した新年度版。

特 集 に第5世 代 コン ピュー タ、光情報処 理、デー タ・ベー スサ

ービス、VAN(付 加価値通信)の 現状・未来予測を取 り上げ、

タ イム リー な解説 を加 える と ともに、コンピュータ利 用事 例

な らびに中小企業のコンピュータ利用状況の分析 を掲載。一
第一編1984年 わが国 コンピュータ

利用 の動 き

第1部 コ ンピュー タ実動状況
●わが国の コンピュータ実動状 況

●コンピュー タ利川状況調査

●オンライン化状況調査
●行政 におけ るコンピュー タ利 用

の現 状
●オ フコン ・パ ソコン出荷状況

● コンピュータ産業 ・情報処理産

業 ・情報通信産業
第2部 政策
●予算一 通商産業省 ・郵政 省 ・総

務庁
●電気通信事業法(案)

●日本電信電 話株 式会社法(案)

第二綱 高度情報化 時代 とニ ュー ビ

ジネスの拡 大

第1部 新世代 コン ピュー タの動 き
○第5世 代 コン ピュータの動 き
●自動翻 訳

第2部 光情報処 理の動 き
●光 素子 ・記 憶デバ イスお よび ア
ー キテクチャーの状 況

●光通信技術
●光応用機 器

B5判420ペ ー ジ

第3部 データ ・ベースサ ービス
●デ ータ ・ベ ー スの現状

●デ ータ ・ベ ー スの政策

第4部VAN(付 加価値通信)
■概 況

●tli小企 業VAN利 川例

●サ ー ビス事例

第5部 コ ンピュータリゼー シ ョン
の波 と中小企業

●中小企 業の コンピュー タ利 用の現

状 と課題
●コン ピュー タ化 か らネ ッ トワーク

化 へ
第6部 コンピュータ利用 の最前線
●ク レジッ トネ ッ トワーク(CAFIS、

CATNET)

●音声データ総合通信 システム

●航海情報 システム
●社 員一斉呼 び出 しシステム

●マ イコン用 ビジネスグラフ作 成プ

ログ ラム

第7部 世界の コ ンピュータ産業の
動 き

●AT&T及 びIBMの 動 き

●ヨー ロッパ の動 き

定 価3.900円(送 料350円)

お申込みは(株)コ ンピュータ・エージ社tto3(581)5201

昭和60年1月 発行

JIPDECジ ャーナルNe・60
⑥1985

星団法人'日 本情報処理開発協会 ・

東京都港区芝公園3丁 目5番8号 機械振興会館内1

郵便番号105電 話0'3(434)8770'

※本誌送付宛先の変更等については幽協会技

… とともにご連絡下 さLlif－ ド・一

』鞭

… πo)ま 醜 名ラベル下on-・B・tW,
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本 コー スの 目的 は,シ ステム ・エ ン ジニ ア の養 成 に あ

ります 。 す な わ ち,シ ステ ム ・エ ン ジニ ア と して必 要 な

(1)問 題 の所 在 を明 確 に し,解 決 に必 要 な 最適 シ ステ

ム を立案 し.提 案 す る。

(2)提 案 シ ステ ム を実 行 可能 な実 際 シ ステ ム と して 具

体 化す る。

(3)チ ー ム 活 動 に必 要 な 指 導 力 と協 調性 。

な どの能 力 を,短 期間 に,体 系的 、 実 践的 に習 得 し,あ

わせ て,必 要 な 関連 知 識 を獲 得 して い た だ くこ とに あ り

ます 。

■特 長

レ シ ステム の 設 計 手順 と して,実 体 シ ステム(実 務 シ ス

テ ム)→ 情 報 シ ス テム→EDPシ ステム とい う順 序 で

ブ レー クダウ ン してい く 方法 を採 用。 この 方法 は

(1)ま ず.シ ス テム の 目的,機 能 を明 確 に し、 この 目

的 を達 成す る シ ステ ムの 設 計 を 目指 す 。

(2)「 目的達 成 の あ るべ き姿,す なわ ち、 目標 シ ステ

ム を追求 す る」 とい う演 繹 的 なア プ ロ ー チ をi三体 的

な 思 想 と してい る。

(3)"全 体 シ ステ ム か ら個 別 シ ス テム へ"と い う トッ

プ ダウ ン ・ア プ ローチ を採 用。

とい う特 長 を も って お り,経 営 者,あ る いは 業務 部 門

の 方針や 目的 に の っ とって,新 しい シ ステム の 設 計や

現 状 シ ステム の抜 本的 な 改善 が 可能 に な ります 。

レ2泊3日 の2度 の 合宿 実 習 で,受 講 者は4～5名 の チ

ー ム に分 か れ
,綿 密 に 作 成 され た ケ ー ス を も とに,ワ

ー ク シー トを使 い なが ら,実 体 シ ステム 設 計、 情 報 シ

ステ ム 設計 の 実 習 を 集中的 に 実 施 。

養 成

■講義内容

コ

■研修期間

■研 修 科

■講師

江村潤朗

岡部正文

小泉 澄

島田達巳

廣松恒彦

古谷哲雄

前川良博

S60.5.7～60.9.17

毎 週 火 ・水 曜 計35回

38万 円(テ キ ス ト,合 宿 宿 泊 費 含 む)

日本ア イ ・ピー'エ ム㈱

日本鋼 管㈱

東和 コ ン ピュー タマ ネ ジ メ ン ト

横 浜 商 科 大学

シ ステ ム ・リサ ー チ ・ラボ ラ トリー

菱 陽 商・事㈱(日 本 大学)

横 浜 商 科大 学

ス

1.本 コ ・-7.の 狙 い と 構 成 、 そ の 進 めji

2.シ ス テ ム と情 報 と コ ン ビ コ・一 タ

3.シ ス テ ム 設 計 とSErの 役 割

4.情 報 シ ス テ ム と コ ン ビrL－ タ

5.会 川'情 報 シ ス テ ム の 実 際

6.シ ス テ ム 監 査 と そ の 動 向

7.オ フ ィ ス ・オ ー ト メー シ ョ ン

8、 シ ステ ムfヒ推 進 とプ ロ ジェ ク ト ・マ ネジ メン ト

9.シ ステ ム設 計 のr順 とそ の進 め 戊∫

10.コ ミュ ニ ケーーシ ョン技 法

11.実 体 シ ステ ム の分 析 技 法

12.情 報管 理 と情 員〔の 活 用

13.経 営 情 報 シ ステム と経'営科学

14.シ ス テム 評llHi技法

15.実 体 シ ステ ム の設 計

単 ノc
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2

2

1

2

1

2

1

2

2
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1
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第1回 合宿実習 実体システム設計の実習

シ ステム 設 計 の チ ー ムに よ る意 思 統 一・

シ ステ ムn的 の 設定 と提 案 シ ステム の 設 計

発～ミと`沽λ義,,i・1三fllii

16.実 体 シ ステム 設 計の 見 直 し完 成

17.情 報 シ ステム の 設計

2

に
∪
1

情報システム設計の実習

(1)情 報 シ ステ ム 設計 と 自動 化の 検 討

(2)マ ン ・マ シン情 報 シ ステ ムの 設 計

(3)発 表 と`汀o論,、i・円面

18.情 報 シ ステ ム 設計 の 見 直 し完 成

19.EDPシ ステ ム設 詞'

20.オ ン ラ イン ・シ ステ ム

21.回 線 と ネ ッ トワー ク

22.デ ー タ ・ベ ー ス

23.分 散 処理

24.ソ フ トウ ェア の現 状 とその 可能 性

25.ハ ー ドウ ェア の現 状 とそ のtj∫能 性

26.情 報処 理 部門 の 今後 の 課 題 とノ∫向

2

4

2

2

2

2

2

2

2

(財)日 本情報処理開発協会

情報処理研修センター
※講座案内ご請求、お問い合わせば上記へ

東 京 都 港 区 浜 松 町2-4-1

世 界 貿 易 セ ン タ ー ビ ル7F
'選言舌03(435)6506 ・6510

FAXO3(435)6505〒105



本誌は 日本自転 車振 興会か ら競輪収 益の 一部である機械1:業 振興

資金の補助 を受 け情 報処理 に関 する普及促進 補助事業の ・環 と し

て発行す る もの です。 ♪


